
第５章 施策展開 

１ 施策体系図 

 

本計画においては、基本理念及び３つの基本目標の実現を図るため、次のとおり９つの

施策分野で事業を推進します。 
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２ 重点取組事項 （９期の特色） 

 

基本理念・基本目標の実現に向け、施策分野の中で、３つの重点取組事項を定めて事業

を推進します。 

 

 

 

 

 未曽有の事態となった新型コロナウイルス感染症は、令和５年５月に５類感染症に移

行しましたが、約３年間の流行期間において、高齢者は外出や家族・友人との交流を控

え、住民相互の支え合いの地域活動も大きな制約を受けました。 

これらの影響から回復するため、高齢者の健康づくり促進やフレイル予防、地域の支

え合い活動の活性化などに取り組みます。また、感染症の再流行に備えるため、介護施

設等におけるＢＣＰ作成などの対策に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高齢者をとりまく課題はますます多様化・複雑化しており、介護に限らず、障害・児

童・困窮・孤立や認知症等、さまざまな課題を複合的に抱えた高齢者世帯への支援が求

められています。 

 このため、属性や世代を問わない、高齢者本人と家族介護者等に対する継続的な相談

支援体制の整備を推進します。また、認知症の高齢者を地域で支える支援や、意欲ある

高齢者が地域に参加する支援の強化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

重点取組１ 
◆ 新型コロナウイルス感染症による高齢者の健康や地域活動への影響 

からの回復 

＜主な関連事業＞ 

施策分野２-(１) 地域の支え合い活動を進める体制づくり 

施策分野３-(１) 主体的かつ一体的な健康づくりの促進 

施策分野４-(１) 介護予防センターの専門性をいかした予防事業の推進 

施策分野７-(１) 安定した住まいの確保 

施策分野８-(２) 施設・居住系サービスの適正な提供 

重点取組２ 
◆ さまざまな課題を抱えた高齢者を地域に包摂する参加支援・寄り添 

い支援の強化 

＜主な関連事業＞ 

施策分野１-(１) 高齢者の就労等による社会参加の促進 

施策分野２-(３) 地域に根差した相談支援体制の充実・強化 

施策分野６-(５) 地域における認知症への理解の浸透と地域支援体制の 

        充実・強化 

-47-



 

 

 

 

 ９期計画期間中の令和７（2025）年には団塊世代が全て後期高齢者となり、医療・介

護需要の大幅な増加が見込まれる一方で、担い手となる現役世代は減少していきます。 

この介護サービス需要を満たすため、介護施設や在宅生活の継続に資するサービスの

充実、在宅医療・介護の地域連携の推進といった介護サービス基盤の整備や、外国人を

含めた介護人材の確保・定着施策の推進に取り組みます。 

 

 

 

 

重点取組３ ◆ 後期高齢者となる団塊世代の需要を満たす介護サービスの充実 

＜主な関連事業＞ 

施策分野５-(２) 在宅への流れの構築（多職種連携） 

施策分野８-(１)  在宅系サービスの適正な提供 

施策分野８-(２) 施設・居宅系サービスの適正な提供 

施策分野９-(１) 介護人材の確保・育成・離職防止、生産性の向上 
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施策分野１ 高齢者が活躍できる環境づくり 

 

現 状 ・ 課 題 

    岡山市では人口減少、少子高齢化により、生産年齢人口が、令和４年の４２万４千

人から令和27（2045）年には3４万５千人へ減少することが見込まれており、今後、

地域社会において、労働力や担い手が不足することが予想されます。 

    日本老年学的評価研究機構の全国調査に基づく千葉大学の分析結果によると、要介

護状態になるリスクは、就労により2 割減少し、また、社会参加の種類が多いほど

リスクが低くなる傾向がみられます。 

    岡山市高齢者実態把握調査をみると、前期高齢者の約40％が収入のある仕事をし

ています。一方で、就労を希望しているが働いていない人は約１5％となっており、

その理由として、「就職するための情報がない」「就職先がなかった」との回答が挙

がっていることから、高齢者のニーズを踏まえた就労支援の充実や幅広い業種の求

人企業開拓を行っていく必要があります。 

    また、地域活動について、参加の意向はあるが実際には参加していない人が約

44%いることから、高齢者の楽しみや生きがいにつながるような活動の場の一層の

充実を図るとともに、参加を促す環境づくりを行うことが必要です。  

 

【社会参加の種類別要介護リスク】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

                            出典：井出一茂（千葉大学）「就労、スポーツ・趣味グループへの参加は都市でも農村

でも要介護リスクを10-24％抑制. JAGES Press Release No: 212-20-3」 
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【収入のある仕事への就労意向（性別・年齢別）】 

 
出典：岡山市高齢者実態把握調査 

 

 

方向性 

（１）高齢者の就労等による社会参加の促進 

    高齢者等がこれまで培ってきた知識や経験をいかし、地域や社会で役割を持って活

躍できるよう、多様な働き方の提案や就労先とのマッチングを行います。 

    各就労支援機関や関連機関が連携し、高齢者等一人ひとりの意思や能力、置かれた

事情に応じた適切な支援を行います（岡山市の生涯かつやく支援センター、シルバ

ー人材センター、寄り添いサポートセンター、岡山市社会福祉協議会のボランティ

アセンター、ハローワーク岡山等）。 

    企業、団体に対し、高齢者等の雇用に関する理解が進むような働きかけを行うこと

で、高齢者等が担い手として活躍できる機会の拡充を図ります。 

 

（２）高齢者の多様な交流・活動の促進 

    敬老行事の開催や全国健康福祉祭（ねんりんピック）への派遣、老人クラブの加入

促進・活動支援等により、仲間づくりや世代交流を促進するとともに、高齢者の生

きがいと健康づくりを推進し、ふれあいと活力のある長寿社会の形成を図ります。 

 

 

 

 

 

49.1 

21.9 

6.2 

31.7 

11.6 

4.3 

13.2 

11.9 

9.5 

16.2 

11.2 

5.4 

34.2 

60.6 

68.3 

47.4 

66.5 

74.5 

3.5 

5.6 

16.0 

4.6 

10.7 

15.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 65～74歳(n=1,035)

75～84歳(n=710)

85歳以上(n=201)

女性 65～74歳(n=1,270)

75～84歳(n=976)

85歳以上(n=338)

現在、収入のある仕事をしている 収入のある仕事をしたいと思う

仕事をしたいと思わない 無回答
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【施策分野1の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）高齢者の就労等による社会参加の促進 

②シルバー人材センター 

①生涯活躍就労支援事業 

③生活困窮者自立支援事業 

（2）高齢者の多様な交流・活動の促進 

①老人クラブの活動支援 

②老人憩の家 

③敬老事業 

④シルバーカード事業 

⑤全国健康福祉祭事業 
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主な事業 

（1） 高齢者の就労等による社会参加の促進 

１ 生涯活躍就労支援事業 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢者等誰もが地域や社会で役割を持ち、いつまでも生き生きと活躍できる社会の実現

のために、就労支援機関において、意欲のある高齢者の能力・経験を生かした就労・社会

参加を支援します。 

また、複合的な課題を抱えた人等についても、社会とのつながりづくりが必要なことか

ら、他の支援機関と連携を取りながら支援を行います。 

事業内容（対策） 

  生涯かつやく支援センターを窓口に受付・登録を行い、就労支援機関が利用者の健康

状態やニーズに応じ、企業に対して業務の切り分けなどの調整や働きやすい環境づく

りに理解を求めながら就労に結びつけます。また、就労後も定着のための支援を実施

します。 

  重層的支援体制整備事業の参加支援事業に位置付け、高齢者に加えて複合的な課題を

抱えた人等のうち就労支援が必要な人にも対応し、社会参加へ向けた支援を行いま

す。 

  重層的支援会議で課題共有・プラン検討・進捗管理を行い、他の支援機関との緊密な

連携をとることにより、利用者の状況に応じた丁寧な支援を行います。 

 

図表 生涯かつやく支援センターの概要 
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【目標値】 

図表 生涯活躍支援センターが就労に繋げた人数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

就労者数（人） 195 158 150 150 150 150 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 シルバー人材センター 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

シルバー人材センターでは、会員登録した高年齢者の希望に応じて、臨時的かつ短期的

なもの又はその他の軽易な就業の機会を提供しています。センターの活動を支援すること

で、高年齢者の就業機会を拡大させるとともに、高年齢者の生きがいづくりや社会参加を

促進させます。 

事業内容（対策） 

  高年齢者の生きがいの充実、福祉の増進及び社会参加の推進を図るため、センターに

対し補助金の交付を行います。 

  定年延長や再雇用制度の影響等により微減傾向にある会員数の拡大や業務の効率化に

ついて、助言等を行います。 

 

【目標値】 

図表 シルバー人材センターの会員数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

会員数（人） 1,464 1,451 1,440 1,450 1,460 1,470 

※令和5年度実績は見込み 
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3 生活困窮者自立支援事業 担当課 
生活保護・自立支援

課 

事業の目的・概要 

寄り添いサポートセンターにおいて、生活困窮者からの相談を幅広く受け付け、既存の

制度・福祉サービス等を活用し、専門支援機関等と連携しながら、一人ひとりの状況に応

じて、生活の安定に向けた支援を行います。 

事業内容（対策） 

  寄り添いサポートセンターでは、経済的困窮に限らず、生活全般にわたる困りごとを

抱えた人を対象に、支援員が相談者に寄り添いながら、一人ひとりの状況に応じて、

家計収支の改善・家計管理能力の向上をめざした家計相談支援や、体力・年齢・就労

可能時間等、対象者の状態に応じたオーダーメイドの職業の紹介、定着のサポートに

より、社会とのつながりの構築や経済的自立を促すとともに多様な活躍を推進する就

労支援など、個別支援プランを作成し、それぞれがめざす自立に向けた支援をしてい

ます。 
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（2） 高齢者の多様な交流・活動の促進 

１ 老人クラブの活動支援 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

高齢者が自立し、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らせる社会づくりを推進する

ため、老人クラブ活動のより一層の活性化と高齢者の生きがいや健康づくり活動等を支援

します。近年の高齢者の就業率の上昇といったライフスタイルの変容に加え、令和２～４

年のコロナ禍の影響によりクラブ活動が自粛されたこと等からクラブ数・会員数が減少し

ています。 

事業内容（対策） 

  単位老人クラブが行う高齢者の生きがいを高め、健康づくりを進める活動や、老人ク

ラブ連合会の行う老人クラブの活動促進に資する取組等に対し、必要な経費の一部を

支援します。 

  クラブ数や会員数が増加し活発な活動に繋げられるように、クラブ活動の周知を行い

加入促進に努めます。 

 

【目標値】 

図表 事業名目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

老人クラブ数（クラブ） 530 507 496 499 502 505 

老人クラブ会員数（人） 29,069 27,311 26,234 26,324 26,414 26,504 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 老人憩の家 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

  高齢者に対して低廉かつ健全な保健休養、教養の向上、レクリエーション等の場を

提供し、高齢者の心身の健康増進を図ります。 

  市内14箇所に設置しており、地域の高齢者の活動に利用されています。 

事業内容（対策） 

  利用者の安全を確保しながら、適切に管理運営を行っていきます。 
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3 敬老事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

高齢者の長寿を祝福し、高齢者に対する敬愛の精神と高齢者福祉への理解と関心を高め

るとともに、高齢者自らも生きがいを高め、生活意欲の向上を図ります。 

高齢者数の伸びが鈍化してくる一方、地域の世話役の担い手不足等により、地域の負担

が増加しています。 

事業内容（対策） 

  長寿を祝福し満１００歳者への記念品贈呈を引き続き行います。 

  老人週間において、老人の団体その他の者によって、敬老の意を表するにふさわしい

行事が実施されるよう補助金等を交付することで奨励するとともに、地域が負担に感

じている実務について負担軽減を図る方法を検討していきます。 

 

4 シルバーカード事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

６５歳以上の高齢者にシルバーカードを交付し、割引制度のある公共施設利用の利便性

を図り、高齢者が積極的に施設を利用することで社会への参加の促進や生きがいの高揚を

図ります。 

事業内容（対策） 

  ６５歳に達する前年度末（３月下旬）に一斉発送し、６５歳以上の転入者には転入月

の概ね翌月に発送します。 

  シルバーカード発送の際に利用できる施設一覧を同封することで高齢者の施設利用に

繋げ、閉じこもり予防や社会参加のきっかけとして今後も高齢者の生きがい活動の促

進を行います。 

 

5 全国健康福祉祭事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・高齢者の仲間づくりや世代交流を促進するとともに、生きがいと健康づくりを推進する

ことを目的に全国健康福祉祭（ねんりんピック）の開催地へ高齢者を派遣します。 

事業内容（対策） 

  あらゆる世代の人が楽しみ、交流を深めることができる総合的な祭典である全国健康

福祉祭（ねんりんピック）の開催地へ60歳以上の高齢者で結成される岡山市選手団を

派遣します。 

  選手団の派遣を通じ、高齢者の健康の保持・増進、社会参加、生きがいの高揚等を図

り、ふれあいと活力のある長寿社会の形成を目指します。 
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施策分野２ 支え合いの地域社会づくり 

 

現 状・課 題 

    岡山市の高齢者人口は後期高齢者を中心に増加を続けています。また、単身高齢者

数も増加し続けており、令和２年には約３万６千人で、この２０年間で２倍以上に

増加しています。介護保険等の公的サービスではカバーしきれない、様々な日常生

活上の困りごとに関する支援ニーズが、ますます高まっていくことが予想されます。 

    高齢者がひきこもりの子を抱える８０５０問題、高齢者虐待、孤独・孤立、経済的

困窮など、高齢者を取り巻く課題は複雑・多様化しています。また、それらの課題

が複合的に絡み合っている世帯、例えば、未成年者が介護や家事を担っている（ヤ

ングケアラー）世帯や、要介護の高齢者と障害のある世帯員で構成される世帯等に

は、世帯全体を継続的に支援する必要があります。 

    岡山市では、町内会等の地縁団体やボランティア、NPO、民間事業者等で構成さ

れる安全・安心ネットワークが、市内95小学校区・地区で、地域福祉活動を含む地

域の実情に応じた活動を行っています。また、身近な地域での支え合いの仕組みづ

くりに取り組む、生活支援体制整備事業による地域支え合い推進会議の設置も進ん

でいます。しかしながら、一部の地縁団体においては、担い手と参加者の高齢化や

固定化という課題もみられます。 

    岡山市高齢者実態把握調査をみると、地域の支え合い活動への関わり方について約

４５％の方が、「自分ができることがあれば活動をしたい」と回答しており、地域に

潜在する意欲のある担い手を活動の場につなげるための一層の工夫が求められてい

ます。また、介護保険サービス以外で利用したい支援・サービスとして、移送サー

ビスや外出同行など移動支援に関するニーズが上位に挙がっています。 

    新型コロナウイルス感染症が５類に位置づけられ、徐々に社会活動が元に戻りつつ

ありますが、未だ、外出を控えている高齢者や、活動を休止・縮小している住民相

互の支え合い団体が見られます。このため、高齢者の健康や外出・交流機会の回復

が大きな課題となっており、住民相互の支え合い団体等による、通いの場や見守り

をはじめとする地域活動を再開・活性化させる必要があります。 
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 【地域の支え合いへの関わり方】 

 

 【介護サービス以外で利用したい支援】  【岡山市の高齢者単身世帯の推移】 

  

      出典：岡山市高齢者実態把握調査              出典：総務省国勢調査 

 

方向性 

（１）地域の支え合い活動を進める体制づくり 

    支え合い推進員が中心となり関係機関が互いに情報を共有し合い、支え合い推進会

議の設置を進めるとともに、地域の実情にあった支え合い活動の創出・充実を推進

します。 

  新型コロナウイルス感染症の影響により、活動を休止や縮小している団体に対しワ

ークショップなどを活用し、活動の再開や継続に向けた支援を行います。 

    生活支援サポーター養成講座や社会福祉法人が一堂に会する交流会などの取組を通

じて、地域に潜在する意欲ある担い手や公益的活動に関心のある事業者を掘り起こ

し、地域の活動団体にマッチングさせていきます。講座を実施するにあたっては、

小規模単位での仲間づくりや活動創出を促進させるため、より身近で通いやすい場

所で開催するなど工夫していきます。 

    既存の公共交通機関や移動サービスの利用が身体的・経済的な事情等から困難で、

外出に課題を抱える高齢者に対し、どのような支援ができるのか検討を進めます。 

45.2 

47.4 

21.2 

7.6 

6.3 

21.8 

28.3 

28.3 

27.8 

7.4 

7.1 

10.5 

11.6 

10.9 

18.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=4,529)

非認定者(n=4,153)

認定者(n=376)

自分ができることがあれば、支え合いの活動をしたい 自分が支えや支援を受けたい

活動に参加したり、支援を受けたりしたいと思わない その他

無回答

27.4 

17.8 

14.4 

13.9 

11.3 

11.1 

10.9 

8.6 

7.2 

6.6 

1.5 

30.4 

11.5 

26.8 

18.0 

13.9 

14.1 

11.0 

10.2 

10.5 

8.3 

7.0 

6.7 

1.5 

31.5 

11.0 

34.1 

16.1 

19.8 

11.8 

14.4 

20.6 

15.4 

11.9 

9.3 

5.5 

1.1 

18.5 

16.5 

0% 10% 20% 30% 40%

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

配食

外出同行（通院、買い物など）

緊急通報システム

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

掃除・洗濯

見守り・声かけ

調理

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特にない

無回答

全体(n=4,529)

非認定者(n=4,153)

認定者(n=376)
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（２）多様な主体による地域活動の活性化 

    地域住民や地域の各種団体、関係機関によるそれぞれの地域の見守り・支え合い活

動を活性化し、引き続き高齢者が安心・安全に暮らせる地域づくりを進めます。 

    地域の防災力の向上を図る施策を推進します。例えば、災害リスクの高い地域にお

いて、自主防災組織の結成促進や、要支援者の個別避難計画作成などを進めます。 

 

（３）地域に根差した相談支援体制の充実・強化 

    地域共生社会の実現に向け、複合的な課題を抱えた世帯に対して多機関が協働し、

適切な支援につなげる総合相談支援体制づくりを引き続き推進しつつ、福祉的な課

題への支援に加え、就労や通いの場など地域や社会参加に向けた支援にも取り組ん

でいきます。 

    高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケアシステム

の中核機関である地域包括支援センターの機能を強化し、高齢者の抱えるさまざま

な課題の支援にあたるとともに、相談窓口の周知に努めます。 

    地域包括支援センターと、地域住民、医療・介護・福祉等の関係機関・事業者等と

の顔の見える関係づくりを進め、支援が必要な高齢者の早期発見に努めるとともに、

さまざまな課題を複合的に抱えた世帯や孤立した高齢者、ヤングケアラーを含む家

族介護者への支援等を連携して行います。 

    また、地域ケア会議等を活用し、対象者の状態改善に資する助言を行うとともに、

地域課題の把握や関係者間の情報共有を進め、地域の支え合い活動を支援します。 

 

（４）高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 

    関係機関と連携し、高齢者虐待の早期発見、迅速な対応を行い、高齢者本人への支

援と介護者の負担軽減に取り組みます。 

    岡山市成年後見センターを介して、権利擁護の地域連携を強化し、成年後見制度を

はじめとする権利擁護が必要な人を支援します。 
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【施策分野2の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）地域の支え合い活動を進める体制づくり 

①生活支援体制整備事業 

②生活・介護支援サポーターの養成 

（2）多様な主体による地域活動の活性化 

①安全・安心ネットワーク 

②民生委員・児童委員活動 

⑦消費者安全確保地域協議会 

⑧要配慮者（災害時要援護者）の避難支援 

③社会福祉法人岡山市社会福祉協議会 

④公益財団法人岡山市ふれあい公社 

⑤高齢者・子どもの見守りネットワーク事業 

⑥消費生活出前講座 

①地域包括支援センター運営事業 

②地域ケア会議 

③多機関協働事業 

（3）地域に根差した相談支援体制の充実・強化 
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（4）高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 

②成年後見制度利用助成金支給事業 

①高齢者虐待防止事業 

③成年後見中核機関運営事業 
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主な事業 

（1） 地域の支え合い活動を進める体制づくり 

１ 生活支援体制整備事業 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢者の日常生活の困りごとを地域全体で支える体制を構築するため、支え合い推進員

が関係機関と連携しながら多様な主体による生活支援サービスが提供される体制づくりを

推進します。 

事業内容（対策） 

  支え合い推進員が、地域の実情や課題を住民と共有しながら、先進地域の情報提供や

課題解決の提案等、住民主体による支え合い活動の立ち上げや活動を充実させるため

のサポートを行います。 

  新型コロナウィルスの影響で活動を休止・縮小している団体に対しては、小地域単位

でのワークショップ開催や好事例の紹介等、活動の再開・拡大に向けた働きかけを継

続的に行います。 

  地域づくりに関心のある社会福祉法人等の活動を促進するため、社会福祉法人等に対

し、地域の実情やニーズの情報提供を取り入れた交流会を開催するとともに、地域団

体とのマッチング支援を行います。 

  外出に課題を抱える高齢者を地域で支えるための仕組みづくりを検討します。 
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2 生活・介護支援サポーターの養成 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢化の進展に加え、高齢者のみ世帯が増加し、地域のつながりが希薄化している中

で、住み慣れた地域で支え合いの地域づくりを進めるため、生活支援等の担い手として生

活支援サポーターを養成します。また、高齢者の社会参加を促すことで、元気で生きがい

を持って暮らす高齢者の増加を図ります。 

事業内容（対策） 

  サポーターの養成講座へより多くの参加を促すため、通いやすい身近な場所での開催

や、小規模での出前講座の実施、広報活動についても工夫していきます。 

  講座修了生や地域で活躍している人に対しては、フォローアップ講座やアンケートを

実施するなど、活動の実践を促すための取組を継続的に行います。 

 

【目標値】 

図表 事業名目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

生活・介護支援サポーター養

成数（人） 
77 47 120 120 120 120 

※令和5年度実績は見込み 
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（2） 多様な主体による地域活動の活性化 

１ 安全・安心ネットワーク 担当課 市民協働企画総務課 

事業の目的・概要 

安全・安心ネットワークとは、小学校区・地区を活動範囲とする地域団体が連携して、防

犯、交通安全、防災、環境美化、地域福祉、健康づくりなどの地域の課題解決に向けて、

自発的に行う活動のネットワーク（連携の場）です。 

持続可能な連携の場として、地域課題の解決に向けての取組や活動ができるよう、担い手

の育成をするとともに、情報の共有により活動の広がりや内容の充実を図る必要がありま

す。 

事業内容（対策） 

  安全・安心ネットワークの活動支援として、補助金を交付しています。 

  安全・安心ネットワーク活動をはじめとする地域活動を支援するために各公民館に地

域担当職員を配置し、地域応援人づくり講座の開催による人材育成やネットワークを

構成する団体のサポートや調整を行っています。 

  一人暮らしの高齢者等の安全・安心を確保するため、かかりつけ医や既往症等の情報

を入れるカプセルを地域のボランティアに配布し、地域のボランティアが高齢者宅等

を訪問し配布することによって、見守り活動を実施しています。 

  安全・安心ネットワーク等の活動をはじめ、地域における課題解決につながる取組を

支援することにより、地域住民の交流促進や地域の主体的な活動の活性化を図りま

す。 

  持続可能な地域活動が行えるよう、公民館職員と地域担当職員のコーディネート能力

の強化を図るとともに、若者が地域への関心を高め、地域活動の担い手となるための

取組を進めます。 

 

2 民生委員・児童委員活動 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

・民生委員・児童委員は、民生委員法及び児童福祉法の規定に基づき、厚生労働大臣から

委嘱を受けて活動している民間のボランティアです（特別職の地方公務員、無報酬）。 

・小学校区、または中学校区を単位に地区協議会を組織し、1,242名（定数）の民生委

員・児童委員が地域の最前線で福祉制度全般にわたるつなぎ役として広範な活動を行って

います。 

・高齢化が進展する中、地域福祉の推進、とりわけ在宅福祉の充実がより一層必要となっ

ており、地域住民の身近な相談相手としての役割はさらに重要となっています。 

事業内容（対策） 

・民生委員・児童委員の一斉改選時の定数見直し等による民生委員・児童委員の適切な配

置や民生委員制度の広報啓発活動の充実を図り、地域ニーズの把握及び高齢者に関する相

談支援を促進します。 
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【目標値】 

図表 事業名目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

民生委員・児童委員の高齢

者に関する相談 支援件数 
13,879 14,188 未確定 20,000 20,050 20,100 

 

3 社会福祉法人岡山市社会福祉協議会 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

・誰もが支え合いながら、安心して暮らすことができる「ともに生きる豊かな地域社

会」づくりを基本理念に、地域福祉の推進を図ります。 

事業内容（対策） 

  【共に助け合い、支え合う地域づくり】 

・社協支部・地区社協活動の推進 

・生活支援サービス体制整備事業（市委託事業） 

・ふれあい・いきいきサロン事業 

・子どもの居場所づくり等促進事業（市補助事業） 

・安全・安心見守り・声かけ推進事業（市委託事業） 

・ふれあい給食サービス事業（市委託事業） 

・市民活動の発信と活動の見える化 

  【あらゆる生活課題を受け止め、寄り添う体制づくり】 

・生活困窮者自立相談支援事業（市委託事業） 

・多機関の協働による包括的支援体制構築事業（市委託事業） 

・生涯活躍就労支援事業（市委託事業） 

・生活福祉資金貸付制度 

・ひまわり福祉相談センター事業 

・低所得者援護対策事業（市委託事業） 

  【地域で安心して生活できる支援体制づくり】 

・日常生活自立支援事業（市補助事業） 

・成年後見中核機関運営事業（市委託事業） 

・法人後見事業 

・障害者居宅支援事業 

・児童館運営事業（市指定管理事業） 

  【多種多様な団体をつなぎ・つながる仕組みづくり】 

・地域における公益的な取り組み 
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・出前福祉体験事業 

・ボランティア活動の推進 

・ボランティア養成講座 

・災害ボランティアセンターの体制整備 

 

4 公益財団法人岡山市ふれあい公社 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

岡山市民一人ひとりが、心豊かに健康で、ともに生きることができる社会の実現に向け

て、必要な人材養成等条件整備を推進するとともに、市民と一体となり地域ニーズに即し

た福祉・健康・生涯学習に関する各種サービスを開発し提供することにより市民福祉の向

上に寄与します。 

事業内容（対策） 

  各種人材養成講座を引き続き推進し、地域を支える人材を育成するとともに、地

域で活動するボランティアへの支援を行います。 

・生活支援サービス従事者研修事業（市委託事業） 

・ボランティア・地域活動人材養成事業（市補助事業）  

・安全・安心ネットワーク「地域応援人づくり」事業（市補助事業） 

・介護職員初任者研修（自主事業）  等 

 

  ふれあいセンター等を活用し、地域と共に介護予防や健康寿命の延伸を目指しま

す。 

・介護予防センター事業（市委託事業）  

・心とからだの健康事業（自主事業）  等 

 

  医療・福祉の専門職による、多様な主体との連携を活かし、地域に密着した福祉

サービスを推進します。 

・地域包括支援センター運営事業（市委託事業） 

・認知症総合支援事業（市委託事業） 

・介護予防ケアマネジメント（市委託事業）（指定介護予防支援事業（自主事

業））  

・共生型サービス（自主事業）  等 
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5 高齢者・子どもの見守りネットワーク事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

事業活動を通じて高齢者や子どもと接することの多い協力事業者等と連携することによ

り、高齢者や子どもの異変等を早期に発見し、適切な支援を行うなど、地域での見守り体

制を確保し、高齢者や子どもが住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援していま

す。 

生活環境の中で認知症の人と関わる機会が多いことが想定される小売業・金融機関・公

共交通機関等に協力事業者として登録してもらうための働きかけが不十分です。 

事業内容（対策） 

  通常業務の中で高齢者や子どもの見守りを行い、異変等を発見した場合は、市があら

かじめ指定する関係機関へ情報の提供を行っています。広告媒体等を用いて、事業の

周知を行い、協力事業を増やすとともに、協力事業者と地域包括支援センターがお互

いに相談しやすい関係づくりを行うことで、地域の認知症の人を含めた高齢者が安心

して生活できるまちづくりを進めます。 

 

6 消費生活出前講座 担当課 
生活安全課（消費生

活センター） 

事業の目的・概要 

消費者被害に巻き込まれやすい高齢者の利益を擁護するとともに、高齢者が自主的かつ

合理的に行動することができるよう、消費生活出前講座を実施し、高齢者における消費者

被害の未然防止を図ります。 

事業内容（対策） 

各地域における高齢者の集会、民生委員や町内会などの高齢者の見守り活動を行ってい

る団体の勉強会等に職員を講師として派遣し、最近の悪質商法の手口やトラブル事例の紹

介、消費者被害を未然に防止するポイントなど、ロールプレイング等の体験を交えながら

わかりやすく話します。 
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7 消費者安全確保地域協議会 担当課 
生活安全課（消費生

活センター） 

事業の目的・概要 

高齢者の消費者被害を未然に防止するためには、高齢者と日々接する機会の多い人が高

齢者に気を配り、消費者被害に気付いたときは消費生活センター等の専門機関に適切につ

なぐなど、早期に発見し、対処できる仕組みづくりが必要です。 

事業内容（対策） 

  市内の小学校区等に組織されている「安全・安心ネットワーク」など、各地域におい

て高齢者や子どもへの見守り活動を行っている団体等を基盤として、消費者安全法に

基づく「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」の設置を進めます。 

  消費者安全確保地域協議会が設置されている地区においては、高齢者の消費者被害防

止に向けて効果的な見守り活動が行えるよう、啓発資料等を提供するほか、地区内連

携強化に資する取組、見守り力向上に繋がる研修等について、積極的に支援を行いま

す。 

 

8 要配慮者（災害時要援護者）の避難支援 担当課 危機管理室 

事業の目的・概要 

近年、災害が激甚化、頻発化する中で、高齢者をはじめとする要配慮者に被害が集中し

ているという現状があります。こうした中、迅速な避難や救護が必要となる大規模災害時

には、要配慮者の円滑かつ迅速な避難を確保することが重要であり、要配慮者自身による

「自助」とともに、地域住民相互の「共助」による避難支援体制の構築、整備・充実を図

ります。 

事業内容（対策） 

  災害対策基本法改正（平成26年4月施行）により、要配慮者のうち特に支援が必要と

なる者を対象にした「避難行動要支援者名簿」の作成が市町村長に義務付けられまし

た。 

  さらに、令和3年5月の災害対策基本法の改正により、避難支援のため、要支援者一人

ひとりについて支援者や避難方法、避難先等について決めておく「個別避難計画」の

作成が市町村に対して、努力義務化されました。 

  岡山市では、各地域における要配慮者の避難支援体制づくりを進めるため、平成27年

度から、「避難行動要支援者名簿」を作成し、名簿情報提供に同意している要支援者に

ついては、町内会等の地域の避難支援等関係者に名簿情報を提供しています。 

  また、自主防災組織等地域が中心となった「個別避難計画」の作成を進めるため、計

画作成に伴う助成金制度の拡充や、取組にご理解、ご協力いただくための説明会の実

施、作成手引書の配布などを行っています。 

  あわせて、介護、福祉サービスを利用している要支援者については、担当する福祉事

業者に計画作成業務を委託し、専門的知見をいかした計画作成を進めています。 
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（3） 地域に根差した相談支援体制の充実・強化 

１ 地域包括支援センター運営事業 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

  地域の高齢者及びその支援者から、介護、予防・健康づくり、高齢者の虐待・権利擁

護など、さまざまな相談を受け付け、必要なサービスや制度を紹介し、専門家や専門

機関等へつなぐなどの支援を行います。 

  また、高齢化の進行や認知症高齢者の増加等に伴い、増大し、複雑・多様化するさま

ざまな課題を複合的に抱えた世帯に対し、属性や世代を問わない支援を適切に行いま

す。 

  このため、効率的、効果的な業務の実施と、それを支える体制の整備による機能強化

を行い、組織の対応力を向上させる必要があります。 

事業内容（対策） 

  岡山市では、設置・運営を公益財団法人岡山市ふれあい公社に委託し、市内に6箇所の

本センター、10箇所の分室を設置しております。保健師・社会福祉士・主任介護支援

専門員等の専門職を配置しており、引き続き、業務効率化や資質向上、人員体制の強

化を図ります。 

  高齢者の総合相談支援を行うには地域住民や地域の関係者との顔の見える関係づくり

が重要であり、地域会議への参加や様々な広告媒体を活用するなど、幅広い世代に地

域包括支援センターの役割を周知します。 

  介護に限らず、8050問題や、障害・児童・困窮・孤立など、さまざまな課題を複合的

に抱えた高齢者世帯や、認知症高齢者の家族やヤングケアラーを含む家族介護者への

支援について、関係機関と検討会を開催する等連携し、継続的な相談支援活動を充実

させます。 

  地域ケア会議等を活用し、地域課題の把握・整理や、地域に関わる関係者等での情報

共有を進め、地域の支え合い活動を支援します。 

 

【目標値】 

図表 事業名目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

相談実人数（人） 12,428 13,029 13,534 13,900 14,300 14,800 

※令和5年度実績は見込み 
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2 地域ケア会議 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

地域ケア会議は高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同

時に進めていく地域包括ケアシステムの実現に向けた手法のひとつです。 

多職種協働のもと、介護支援専門員の自立支援に資するケアマネジメント実践力を

高めるとともに、個別ケースの課題分析等を積み重ね、地域課題の把握や地域づく

り・資源開発・政策形成に結び付けることを目的として、4種類の「地域ケア会議」

を設けます。 

事業内容（対策） 

① 地域ケア推進会議 

  地域課題を全市レベルで共有し政策形成に向けて検討 

② 地域ケア連携会議 

  課題の共有や解決を目指すとともに地域のネットワークづくりを行うために福祉

区単位で開催 

③ 地域ケア個別会議 

  個別の介護予防プランを多職種協働で検討 

  高齢者個人の状態改善の視点から、多角的なアドバイスを提供し、ケアマネジメ

ントスキルとケアの質の向上を図るとともに、地域課題の把握に努める。また、

対象プランは要支援１・２の介護予防プランとする 

④ 小地域ケア会議 

  地域課題の把握等のために地域が主体となり、おおむね小学校単位で実施 

  小地域ケア会議については、支え合いの地域づくりを進める生活支援体制整備事

業（施策２（１）①）との関係に留意しつつ、地域の実情を踏まえた活動支援を

行います。 
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【目標値】 

表 地域ケア個別会議 開催回数 

 

 

 

 

※令和5年度実績は見込み 

 

3 多機関協働事業 担当課 保健福祉企画総務課 

事業の目的・概要 

8050問題やヤングケアラーをはじめとした複雑・複合的な課題を抱える個人や世帯に

対して、市の関係課・相談機関が連動することで適切な支援につないでいくことを目的と

します。 

事業内容（対策） 

  相談支援包括化推進員を配置し、各相談機関から得られる情報の整理や複合課題ケー

ス検討会の開催、進捗管理、支援プランの作成などの実施により、医療や福祉など一

人ひとりや世帯が抱える課題に対応した総合的かつ、きめ細かな支援を行います。 

  福祉的な課題への支援に加え、就労や通いの場などへのつなぎも実施します。 

 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

開催回数

（回） 
54 72 72 72 72 72 
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（4） 高齢者虐待の防止と権利擁護の推進 

１ 高齢者虐待防止事業 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

年々増加する高齢者虐待に対して、地域包括支援センターを通報窓口とし、警察や医

療・介護従事者等の関係機関と連携して、早期発見・早期対応するとともに、虐待防止に

向けた普及・啓発活動を進めます。 

また、8050問題やヤングケアラー等、虐待の要因も複雑で多様化しており、高齢者本

人だけでなく、養護者への適切な支援が必要です。 

事業内容（対策） 

  高齢者虐待防止担当職員を配置し、高齢者虐待に関する地域包括支援センターからの

相談や、現地対応への同行等の支援を行います。 

  弁護士会・司法書士会・行政書士会・社会福祉士会とアドバイザー契約を締結し、法

的トラブル・相談等に対し、専門家からの支援を受けるとともに、専門家を交えた困

難ケースの検討会議を開催し、援助内容等について協議します。 

  緊急性の高い事案に対し、地域包括支援センターを交えたコアメンバー会議を適宜開

催し、立入調査実施などの対応方針等について検討します。 

  虐待を受けた要介護高齢者を一時的に保護するためのシェルターを確保します。 

  高齢者虐待防止に向けて、警察等の関係機関との連絡会を開催し、連携強化を図りま

す。 

  高齢者虐待防止の啓発のためのパンフレットを作成・配布します。 

 

2 成年後見制度利用助成金支給事業 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

・成年後見人等への報酬の支払いが困難で、制度の利用につながらない方を支援していき

ます。 

事業内容（対策） 

  成年後見制度の利用にあたり、自ら申し立てることが困難で、身近に申し立てる

親族がいない方へ申立てを支援し、また、成年後見人等の報酬を負担できない方

へ助成金を支給し、制度利用の支援を行います。 
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3 成年後見中核機関運営事業 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

・成年後見に関する相談については、岡山市成年後見センターで受け付け、支援を必要と

する方が必要な支援を得られるよう、取り組んでいきます。 

・地域共生社会の実現に向け、本人を中心にした支援のため、権利擁護に関する既存のし

くみに加え、地域における多様な分野が関わる包括的なネットワークの構築を目指しま

す。 

事業内容（対策） 

  岡山市成年後見センターでは、広報、相談、支援検討、受任調整、後見人支援に取り

組みます。 

  司法関係者などをはじめとした関係団体に協力をいただき、岡山市成年後見センター

を中心に、権利擁護にかかる地域連携ネットワーク機能を強化していきます。 
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施策分野３ 健康寿命を延伸する健康づくりの推進 

 

現 状・課 題 

   岡山市民の平均寿命は男女ともに全国平均を上回っていますが、心身ともに自立

し、日常生活が制限されることなく生活できる期間を意味する健康寿命は、令和元

年時点で男性72.20 歳、女性75.03 歳となっており、男性は全国平均の72.68 歳よ

りも0.48 歳低く、女性は全国平均の75.38 歳よりも0.35 歳低くなっています。 

    平均寿命と健康寿命との差（不健康な期間）の縮小は、生活の質の向上や医療・介

護給付費の増加抑制につながります。岡山市民の不健康な期間は、男性で9.8 歳、女

性で13.2 歳であり、前回調査の平成２８年から男性は変化なく、女性は0.３歳短縮

しました。 

    国は「健康日本２１（第3次）」において、健康寿命は着実に延伸したものの、メタ

ボリックシンドロームなど1次予防に関連する指標が悪化する等の課題が残ったとし

ています。岡山市においても同様の傾向があり、個人の行動と健康状態の改善とと

もに、個人を取り巻く社会環境の質の向上を図る取組みが重要です。 

    健康市民おかやま21（第2次）の最終評価アンケートでは、平成25年の策定時より

65歳以上の運動習慣者の割合は減少し、65～74歳までの低栄養傾向（BMI20以下）

の高齢者は増加しています。また、過去一年間に何らかの地域活動に参加した割合

は減少しています。引き続き「運動」「栄養」「社会参加」を進めていくことが重要

です。 

    令和４年に健康ポイント事業参加者に実施したアンケートでは、外出や、友人との

交流などの社会参加の機会が減少しており、新型コロナウイルス感染症による外出

控えの影響が懸念されています。 

 

【岡山市の健康寿命と平均寿命】 
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出典：令和3年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究 

事業）「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」分担研究報告書「健康寿 

命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究」及び、国民生活基礎調査のデータをもとに岡山市が算出 

 

方向性 

（１）主体的かつ一体的な健康づくりの促進 

    健康寿命の延伸に向け、若い頃から生活習慣病予防に取り組んでもらうため、令和

5年度から新たな健康ポイント事業「OKAYAMAハレ活プロジェクト」を開始しまし

た。健康につながるサービスが身近な場所にあり、社会参加することで「自然に健

康になれるまち」の実現を目指します。 

    庁内で横断的に連携し健康につながる社会環境づくりを進めます。また、社会参加

にスポットをあてた取組みを地域や企業と連携して進めます。 

    受診率が全国比で低い（令和３年度に１２．４％）後期高齢者健診の受診率向上に

取り組むとともに、健診結果に基づき、低栄養予防に関する情報発信及び保健指導

を進めていきます。加えて、フレイル健康チェックや地域の通いの場等への参加を

促進することにより、生活機能の維持・向上を目指します。 

 

（２）健康づくりを地域・多様な主体で推進する環境づくり 

    健康づくりに地域全体で主体的に取組み、健康づくりボランティアをはじめ、民間

事業者や医療機関等多様な主体と連携することで、高齢者の健康づくりを推進しま

す。 
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【施策分野3の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

①健康ポイント事業 

②健康教育・健康相談事業 

④歯と口腔の健康支援 

（1）主体的かつ一体的な健康づくりの促進 

③高齢者に対する低栄養予防アドバイス事業 

⑤後期高齢者健診 

⑥生活習慣病重症化予防等訪問指導事業 

⑦こころの健康づくり事業 

⑧保険事業と介護予防の一体的実施 

②愛育委員協議会との連携 

①健康市民おかやま21推進団体との連携 

④桃太郎のまち健康推進応援団 

（2）健康づくりを地域、多様な主体で推進する環境づくり 

③栄養改善協議会との連携 
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主な事業 

（1） 主体的かつ一体的な健康づくりの促進 

１ 健康ポイント事業 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

平成26年度から、健康無関心層を含む多くの市民の歩行・健康教室参加や運動施設利

用等を促進するために商品券等のインセンティブを付与し、健康づくりの習慣化や医療費

の適正化を図る事業を実施してきました。その結果、歩数の増加やBMIの改善等の効果が

みられ、健康寿命もいくらか延伸しましたが、依然として全国平均を下回っている状態で

す。 

今後も引き続き、健康寿命延伸や医療費の適正化を図るため、「運動」、「栄養・食生

活」、「社会参加」に総合的に取り組むとともに、多くの市民・在勤者が健康づくりを身近

なものとして取り組むことができる環境づくりを進めます。 

事業内容（対策） 

  令和4年まで実施した『おかやまケンコー大作戦』に引き続き、令和5年度よりアプリ

を活用した健康ポイント事業『OKAYAMAハレ活プロジェクト』を実施し、健康的な

活動に対しポイントを付与することで、市民等の健康づくりの習慣化を促進していき

ます。また、民間事業者等と連携し、自然と健康になれるまちに向けた環境づくりを

進めていきます。 
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2 健康教育・健康相談事業 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

（健康教育事業） 

  生活習慣病予防、がん予防、介護予防、たばこ対策、健康増進等の健康に関する正

しい知識の普及を図り、市民一人ひとりの主体的な健康づくりを支援するとともに、

個人を取り巻く地域社会全体の健康づくりを推進することを目的とします。 

（健康相談事業） 

 心身の健康に関する個別の相談に応じ必要な指導助言を行い、家庭における健康管

理に資することを目的とします。 

事業内容（対策） 

（健康教育事業） 

  健康教育の内容に関して、知識経験を有する医師等を講師として、保健センター、コ

ミュニティハウス、公民館等において、健康教室、講演会、学習会等を開催します。 

  生活習慣病予防のための日常生活上の心得等について取り扱う一般健康教育を始め、

個人の生活習慣と関係がある肥満・高血圧・心臓病等について取り扱う病態別健康教

育のほか、歯周疾患、ロコモティブシンドローム、慢性閉鎖性肺疾患、薬の保管や適

切な服用方法等を内容として取り扱います。 

（健康相談事業） 

  知識経験を有する保健師や管理栄養士等を担当者として、保健センター等に窓口を設

置し、市民が気軽にかつ幅広く相談できるよう、電話や面接等で対応します。 

  高血圧、糖尿病等の生活習慣病や歯周疾患、骨粗しょう症など個別の課題を取り扱う

ほか、対象者の心身の健康に関する一般的な事項についても総合的な指導及び助言を

行います。相談内容の多様化に対応できるように地域の関係団体等と連携を図りま

す。 
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3 高齢者に対する低栄養予防アドバイス事業 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

高齢者に対して、低栄養予防について普及啓発するとともに、低栄養予防保健指導によ

り早期に低栄養リスクの高い人を把握し、要介護状態に陥ることを防ぐことが必要です。

合わせて、地域の在宅高齢者等が健康・栄養状態を適切に保つことができるように食生活

を支える環境にアプローチすることで、低栄養を予防できる地域づくりを目指します。 

事業内容（対策） 

  栄養委員による低栄養予防に関する普及啓発を行うとともに、食事アンケート結果か

ら具体的な食生活改善の方法をアドバイスします。 

  後期高齢者健診の結果をもとに、低栄養傾向のある者に対して、管理栄養士による保

健指導及び受診勧奨を行う「保健事業と介護予防の一体的実施」と連携し実施しま

す。 

  配食事業者等へ研修会を実施するなど、低栄養を予防できる環境づくりに取り組みま

す。 

 

【目標値】  低栄養傾向（BMI20以下）の後期高齢者の割合 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

指標（単位）BMI20以下

（％） 
19 20 19.2 19 18.8 18.6 

※令和5年度実績は見込み 
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4 歯と口腔の健康支援 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

歯科保健推進事業（令和4年度～） 

介護保険施設等を利用する、歯科検診や治療、口腔保健指導等をうけにくい高齢者及び

要介護者の口腔機能の維持・向上を図り、もって8020健康長寿社会を推進し、食事や会

話をすることに不自由なく過ごせる等のQOLの向上を目指します。 

事業内容（対策） 

  介護保険施設等の利用者への歯科検診及び口腔ケアに関する指導等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値】 

表 介護施設入所者の歯科検診実施施設数、利用者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

施設数（か所） － 2 7 10 10 10 

利用者数（人） － 77 453 1,000 1,000 1,000 

※令和5年度実績は見込み 
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5 後期高齢者健診 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

生活習慣病等の重症化予防やフレイル予防のため、危険因子を早期発見し、栄養や運

動等の日常生活を見直すことを目的として、後期高齢者医療被保険者に対して健診を実

施しています。 

（令和４年度受診者数11,852人／受診率12.4%） 

事業内容（対策） 

  後期高齢者の健康診査の実施について、国の「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイ

ドライン（第２版）」等を踏まえ、岡山県後期高齢者医療広域連合や岡山市国民健康保

険とも連携を図ります。 

  団塊の世代が75歳以上の後期高齢者となるなか、国民健康保険から後期高齢者医療制

度への異動等により健診未受診とならないよう関係機関・組織等と連携し、健診の普

及・啓発を行います（健康づくりボランティア「愛育委員」による声かけや「けんし

ん・予防接種ガイド」の各戸配布、SNSや「市民のひろばおかやま」など広報媒体の

活用、関係課と連携したチラシ配布等）。また、ターゲットを絞った個別受診勧奨を行

い受診率向上に努めていきます。 

 

6 生活習慣病重症化予防等訪問指導事業 担当課 
国保年金課・保健管

理課 

事業の目的・概要 

国民健康保険特定健診の結果から、受診勧奨領域にある人の中でもよりリスクが高い人

に、訪問による医療受診勧奨や療養指導等を行うことで糖尿病等の生活習慣病の重症化予

防を図ることを目的とします。 

事業内容（対策） 

  国民健康保険特定健診受診者のうち、血圧・血糖及び腎機能結果が基準を超えている

者へ、地区の保健師等が訪問し、受診に結びつくような情報提供や保健指導を実施し

ます。 

  生活習慣病の予防のための保健指導や療養相談などを実施し、適正な治療導入によ

り、重症化予防を行います。 

  疾病等を有する者に対しては、かかりつけ医との連携を図り、その指導のもとに訪問

指導を実施し、必要に応じて専門医療機関へ切れ目のない医療連携を進めます。 

 

 

 

 

 

 

-81-



7 こころの健康づくり事業 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

複雑化する現代社会においては、ストレスが生じやすく、あらゆるライフステージでこ

ころの健康をめぐる問題があり、市民の健康づくりの課題となっています。こころの健康

の保持増進と地域における精神障害者の自立と社会参加の促進を目的として、専門医や保

健師、精神保健福祉士等が精神保健一般についての相談支援を実施しています。 

事業内容（対策） 

  本人、家族、関係者からのこころの健康に対する相談に随時対応しています。また、

家庭訪問や関係する支援機関との連携を図り、本人の状況、家庭環境、地域の状況等

に即した支援を行っています。 

  個々の状況に応じた相談支援と、精神保健福祉に関する知識の普及啓発活動を継続し

ていきます。 

 

8 保健事業と介護予防の一体的実施 担当課 
地 域 包 括 ケ ア 推 進

課・保健管理課 

事業の目的・概要 

高齢者保健事業、介護保険の地域支援事業、国民健康保険保健事業などの取組を高齢者

の心身の特性や介護・医療費のデータ等を踏まえ、連携して一体的に実施し、健康状態の

維持・改善や医療費等の適正化を図ることが必要です。 

事業内容（対策） 

  健診、介護、医療に係るデータ等を踏まえ、全国・県平均等との比較、経年変化等を

確認し、地域の健康課題の分析を行います。また、支援が必要な方を把握し、高齢者

一人ひとりの状態を踏まえ、相談・指導等を関係機関と連携し行います。 

  後期高齢者健診の結果をもとに、低栄養傾向にある者に対して低栄養予防保健指導を

実施するとともに、通いの場等を活用し、地域へ低栄養予防を含めたフレイル対策に

ついて周知することで、介護予防、QOL向上に向け支援します。 

  フレイル健康チェックの機会を設け、結果に基づくアドバイスを行うとともに、フレ

イル該当者については、個別指導のほか、必要に応じて健診や医療の受診勧奨、地域

包括支援センターへの相談、介護サービスの紹介などを行います。 
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（2） 健康づくりを地域、多様な主体で推進する環境づくり 

１ 健康市民おかやま21推進団体との連携 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

岡山市の健康増進計画「健康市民おかやま２１（第３次）」推進に向けて、地域の健康

づくり運動を推進する団体との連携を継続強化し、健康づくりを地域全体で推進支援する

環境づくりを進めます。また、多様な主体と連携し、自然に健康になれる社会環境の質の

向上を目指します。 

事業内容（対策） 

  地域住民が主体的に健康づくりの取組に参加することを狙いに、中学校区や小学校区

等の単位で地域推進会議の組織化を働きかけてきました。その結果、現在27中学校

区、21小学校区で組織されました。地域推進会議を中心とした地域の健康づくり活動

を推進するために、引き続き、地域推進会議にかかわる人及び団体の増加に向けて働

きかけを行います。 

  地域住民が地域の健康課題を把握し、対策を自ら考え、取組を進めることができるよ

うに支援します。 

  地域推進会議を中心に開催している、健康講座やウォーキング大会等の健康イベント

を支援するとともに、企業や学校など多様な主体による健康づくりを推進し環境づく

りに努めます 

 

2 愛育委員協議会との連携 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

市民の健康づくりの実践活動をより効果的に進めるため、「自らの健康は、自らつく

る」という主体性を高めることが重要です。 

 そこで、学区・地区愛育委員会で構成され、地域住民への「声かけ」や「見守り」を通

じて健康で豊かなまちづくりを目指すヘルスボランティア組織である「愛育委員協議会」

と連携し、健康づくりを地域全体で支援する健康づくりを進めます。 

事業内容（対策） 

  健康市民おかやま21の地域推進会議においても、栄養改善協議会とともに中心的な役

割を果たしている愛育委員協議会と連携を深め、その活動を支援することで、地域の

健康づくりを自分たちで支え・守るための地域のつながりを強化します。 

  地域住民への声かけや見守り等を通して各種検（健）診の受診勧奨や生活習慣病の普

及啓発にも取り組んでいきます。 
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3 栄養改善協議会との連携 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

市民の健康づくりの実践活動をより効果的に進めるため、「自らの健康は、自らつく

る」という主体性を高めることが重要です。 

 そこで健康づくりのための普及啓発を行っている地域の健康づくりボランティア「栄養

委員」が所属する栄養改善協議会と連携し、健康づくりを地域全体で支援する環境づくり

を進めます。 

事業内容（対策） 

  健康市民おかやま21の地域推進会議においても、愛育委員協議会とともに中心的な役

割を果たしている栄養改善協議会と連携を深め、その活動を支援することで、市民の

食生活改善を図り、「食事」「運動」「休養」のバランスのとれた生活習慣や「たばこ」

「アルコール」「歯の健康」対策を取り入れた総合的な健康づくりを地域ぐるみで実践

していきます。 

  低栄養予防の普及啓発に関し、具体的な食生活改善方法や専門職につなげる個別アド

バイスにも取り組んでいきます。 

 

4 桃太郎のまち健康推進応援団 担当課 保健管理課 

事業の目的・概要 

自社の従業員に対する健康づくりを進めるとともに、市の健康づくり活動に共に取り組

む企業等を登録し、企業等と連携した健康づくり活動を行うことにより、健康づくり活動

の輪を広げ、市民の健康寿命延伸を図ります。 

事業内容（対策） 

  平成27年度末から、「桃太郎のまち健康推進応援団」登録企業の募集を開始し、平成

28年度から市が実施している健康イベント等を登録企業と連携して実施しています。

（登録事業所数：118事業所（令和4年度末）） 

  毎年1回、登録企業を対象に連絡会議を開催し、企業における従業員の健康づくりを推

進しています。 

  引き続き、従業員の健康づくりを進めていくとともに、多くの市民が主体的に健康づ

くりに取り組めるような環境整備を図るため、企業等との連携を深めていきます。 
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施策分野４ 状態の改善につながる介護予防・生活支援サービス等の提供 

 

現 状・課 題 

     岡山市では高齢化に伴い要介護・要支援認定者数は伸び続けており、そのうち軽

度（要支援1・2、要介護1）の認定者の割合は年々増加し、令和5年度現在で全体の

約半数を占めています。 

    岡山市高齢者実態把握調査をみると、フレイルの認知度について、フレイルという

言葉を知っていると回答した人は約39％で、内容も知っている人は約16％となって

います。また、フレイルチェックを始めとした生活機能評価を受けたことがあると

回答した人は約8％であることから、フレイルに関する知識や予防の必要性について、

より一層の周知啓発が必要です。 

    コロナ禍における高齢者の外出控え、人や地域とのつながりの減少等により、要介

護リスクやフレイルリスクの高まりが懸念されています。岡山市高齢者実態把握調

査をみると、非認定者のうち約２９％がフレイル、約３４％がフレイルの前段階で

あるプレフレイルであることから、高齢者が介護予防・フレイル予防に取り組むた

めの、より一層の働きかけが必要です。 

    介護予防・日常生活支援総合事業において、全サービス供給量のうち介護予防通所

サービスが大きな割合を占めています。総合事業を充実化していくために、各サー

ビスの事業内容・効果について把握・整理を行い、方策を検討していくことが必要

です。 

    国民生活基礎調査によると、岡山市の６５歳以上の者がいる世帯について、単独ま

たは夫婦のみの世帯割合が高い結果となっています。一人暮らしの不安や在宅介護

者の負担を軽減するための支援を行ってくことが重要です。 

【岡山市の要介護（要支援）認定者と認定率の推移】  【フレイルの認知度】 

  
出典：厚生労働省介護保険事業状況報告（各年9 月末）       出典：岡山市高齢者実態把握調査 
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【フレイル該当状況】 

  
出典：岡山市高齢者実態把握調査                    

 

方向性 

（１）介護予防センターの専門性をいかした予防事業の推進 

    介護予防センター職員の専門性をいかし、より効果的な介護予防を推進するために、

データ分析による地域ごとの状況把握を行い、各地域の状況を踏まえた取組を進め

ます。 

    サポーターの養成をより一層進め、専門職とサポーターの連携による通いの場等の

活動支援やフレイル対策の充実を図ります。 

    新型コロナウイルス感染症の影響で介護予防活動を自粛している団体に対し、介護

予防センターの職員が活動再開・参加率向上に向けた支援を行います。 

    高齢者が自身の健康状態に早い段階で気づき、フレイル予防・介護予防に取り組ん

でもらうために、フレイルチェックの機会を拡充するとともに、要介護リスクの高

い高齢者に対しては個別アプローチ等を実施します。 

    フレイル予防強化月間において集中的・効果的な周知啓発を行うことにより、多く

の高齢者のフレイル予防に対する意識向上を図ります。また、従来の広報媒体に加

えてSNS等の活用や予防対策の企画を行うなど、効果的な手法を検討します。 

 

（２）介護予防・生活支援サービス事業の充実 

    通所系サービスを中心に状態改善等の効果検証を行うとともに、高齢者の自立に資

する、より効果的なサービス内容や仕組みを検討します。 

    高齢者やケアマネジャーが訪問・通所サービスだけでなく、地域の社会資源等多様

なサービスを選択できるよう、社会参加の場の充実を図ります。 
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（３)生活支援・福祉サービスの提供 

    給食サービスや理容サービスにより、高齢者の食生活の安定と改善、保健衛生と生

きがいの向上を図ります。 

    高齢者を介護する家族等の負担軽減に向けた支援を行います。 

    家庭内での緊急時の対応や安否確認を行い、日常の安全を確保し、不安感の解消を

図ります。 
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【施策分野4の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①介護予防センターのリハビリテーション専門職等をいかした取組 

（1）介護予防センターの専門性をいかした予防事業の推進 

③介護予防教室 

④フレイル対策事業 

②通いの場の運営支援「あっ晴れ！もも太郎体操」 

①介護予防ケアマネジメント 

（2）介護予防・生活支援サービス事業の充実 

②介護予防訪問サービス 

③介護予防通所サービス 

⑤生活支援通所サービス 

④生活支援訪問サービス 

③一人暮らし高齢者等給食サービス事業 

⑦家族介護教室事業 

①緊急通報システム事業 

②日常生活用具給付事業 

④寝たきり高齢者理容サービス事業 

⑤生活支援短期入所事業 

⑥在宅介護者支援事業 

（3）生活支援・福祉サービスの提供 
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主な事業 

（1） 介護予防センターの専門性をいかした予防事業の推進 

１ 
介護予防センターのリハビリテーション専門職等

をいかした取組 
担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢者が要介護状態になることを予防し、地域においてその人らしい自立した生活が継

続できることを目的に、保健師、看護師、理学療法士、作業療法士、歯科衛生士、管理栄

養士、介護福祉士、健康運動指導士等の専門職を配置する介護予防センターにおいて、運

動、栄養、口腔等の各種プログラムの提供など介護予防の重要性についての普及啓発、地

域での自主的な介護予防活動の立ち上げ・継続支援、専門性をいかした高齢者の自立支援

に向けた取組を行います。 

事業内容（対策） 

  介護予防教室の企画実施や体操を中心とした住民主体の通いの場の立ち上げ・継続支

援などを行います。 

  介護予防を積極的に啓発・実践する住民サポーターを育成し、介護予防センターが行

っている事業に関わってもらうことで、介護予防の普及啓発をより効果的に進めてい

きます。 

  フレイル健康チェックの機会拡充、ＰＲ活動を行うことで、高齢者の意識や行動変容

を促し、できるだけ早い段階から介護予防の取り組みにつなげていきます。また、フ

レイル状態の高齢者を早期発見することで、介護リスクが高いと判定されたフレイル

該当者に個別指導等を実施していきます。 

  高齢者実態把握調査の地区別データや医療費分析データ等を活用し、効果的な介護予

防事業を実施します。 

  介護予防センターの専門性をいかし、地域ケア個別会議への派遣や介護サービス事業

所等への講習、訪問指導など利用者の自立支援に向けた技術的助言等を行います。 
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2 通いの場の運営支援「あっ晴れ！もも太郎体操」 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

「あっ晴れ！もも太郎体操」は、元気でいきいきと暮らしていくために必要な「歩く

力」や「食べる力」などの生活機能の向上を目的とした、ストレッチ、お口、筋力トレー

ニングの3つで構成される体操です。 

体操に取り組む団体を増やすことにより、身近な場所で気軽に介護予防に取り組むこと

ができる通いの場の充実を目指します。 

事業内容（対策） 

  この体操を週1回以上取り組む5人以上のグループに対して、活動開始時には、介護予

防センターの専門職が安全な実施方法を3回にわたってアドバイスし、その後も継続的

な支援を行います。 

  活動意欲の向上や継続性のある活動となるよう、住民グループ同士の交流会や介護予

防センターの専門職による出前講座を実施します。 

  活動を一時休止している団体に対して、再開に向けた支援を行います。 

  地域の介護予防の担い手となってもらうため、「あっ晴れ！もも太郎体操」の運営支援

等介護予防センターの専門職の補助などを行うサポーターを養成します。 

  地域ごとの健康状態、活動状況等を踏まえて、活動が広がっていない地域に重点的な

活動支援を行うなど、計画的な働きかけを行います。 
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【目標値】 あっ晴れ！もも太郎体操」に取り組む団体数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

団体数（団体） 347 360 375 390 405 420 

※令和5年度実績は見込み 

 

3 介護予防教室 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢者に対して、体操等の運動の実践や介護予防の重要性を普及啓発することにより、

健康づくり、介護予防の意識付けを行います。 

事業内容（対策） 

  介護予防センターが36すべての中学校区で毎月介護予防教室を実施し、運動、栄養、

口腔、認知症予防、健康など介護予防に関する知識の普及啓発を行います。 

  教室参加者に、通いの場の立ち上げやサポーター養成講座の受講を呼びかけるなど、

他の事業と連動させる形で効果的に事業を行います。 

  より多くの方に興味関心を持って参加していただけるように、ニュースポーツを取り

入れるなど内容の工夫を行います。 
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【目標値】  介護予防教室参加者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

参加者数（人） 7,269 11,223 12,000 12,500 13,000 13,500 

※令和5年度実績は見込み 

 

4 フレイル対策事業 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

高齢者ができるだけ早く自分の心身の状態に気づき、早期に予防の取り組みを実践でき

るよう、フレイル予防の周知啓発を行うとともに、フレイル健康チェックを身近な場所で

実施し、状態に応じた適切な助言等を行います。 

事業内容（対策） 

  フレイル予防の周知啓発を効果的に進めるため、フレイル予防強化月間による集中的

な広報、民間と連携した啓発等を行います。 

  薬局や通いの場など地域の身近な場所でフレイル健康チェックを実施し、専門職から

チェック結果に基づいたアドバイスや指導、予防のための活動先の紹介を行います。 

  チェックの結果、フレイルと判定された高齢者に個別指導等を実施します。 

  チェックの実施補助や、地域住民へのフレイルの周知啓発等の役割を行うフレイルサ

ポーターを養成します。 

  ICTを活用するなど、より楽しく簡単にチェックを受けられる環境づくりを進めま

す。 

 

図表 フレイル健康チェックの流れ 
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【目標値】 フレイル健康チェック実施人数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

チェック実施人数（人） 3,451 4,292 5,500 6,500 7,500 8,500 

※令和5年度実績は見込み 
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（2） 介護予防・生活支援サービス事業の充実 

１ 介護予防ケアマネジメント 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

要支援者等に対して、心身の状況や置かれている環境等に応じて、訪問型サービス、通

所型サービスのほか、地域の通いの場等のインフォーマルサービスも含めた、適切なサー

ビスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な支援を行います。 

事業内容（対策） 

  要支援者等について、適切なアセスメントの実施により、利用者の状況を踏まえた目

標を設定し、利用者が必要なサービスを主体的に利用して目標の達成に取り組んでい

けるよう、具体的に介護予防・生活支援サービス等の利用を検討し、ケアプランを作

成します。 

  利用者の状態像に応じて、地域資源の活用なども含めた最適なサービスにつなげるた

め、地域ケア個別会議や研修会等を利活用して、ケアマネジメントの質の向上を図り

ます。 

 

【目標値】 地域ケア個別会議における個別プラン検討事例数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

事例数（件） 267 359 360 360 360 360 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 介護予防訪問サービス 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

要支援の認定を受けている人などで、居宅において身体介護が必要な場合に、訪問型の

サービスを提供します。 

事業所数は横ばいで、利用量は微増と見込まれます。 

事業内容（対策） 

  従来の介護予防訪問介護に相当するサービスで、要支援者等の居宅において、訪問介

護員等が入浴・排せつ・食事の介助（身体介護）・調理・掃除・その他の生活全般にわ

たる支援（生活援助）を行います。 

  地域包括支援センターや居宅介護支援事業所と連携し、利用者の状態像やニーズに応

じたサービス提供に努めるとともに、地域ケア個別会議でも対象者の事例検討を行い

ます。 
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【目標値】 サービス利用者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用者数（人/月） 870 902 928 968 989 1,007 

※令和5年度実績は見込み 

 

3 介護予防通所サービス 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

要支援の認定を受けている人などで、長時間の日常生活支援や専門的な機能訓練が必要

な場合に、通所型のサービスを提供します。 

事業所数は微増傾向で、利用量は増加が見込まれます。 

事業内容（対策） 

  従来の介護予防通所介護に相当するサービスで、要支援者等が通所介護事業所に通

い、入浴・排泄・食事等の介護等の日常生活上の支援及び専門的な機能訓練を日帰り

で行います。 

  地域包括支援センターや居宅介護支援事業所と連携し、利用者の状態像やニーズに応

じたサービス提供に努めるとともに、地域ケア個別会議でも対象者の事例検討を行っ

ていきます。 

 

【目標値】 サービス利用者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用者数（人/月） 3,066 3,119 3,275 3,414 3,491 3,553 

※令和5年度実績は見込み 
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4 生活支援訪問サービス 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

要支援の認定を受けている人などで、居宅において生活援助のみ必要な場合に、訪問型

のサービスを提供します。 

事業所数は横ばいから微増傾向で、利用量は微増と見込まれます。 

事業内容（対策） 

  従来の介護予防訪問介護の人員基準等を緩和したサービスで、居宅において訪問介護

員または一定の研修受講者が、調理・掃除等の生活援助に限定した支援を行います。 

  地域包括支援センターや居宅介護支援事業所と連携し、利用者の状態像やニーズに応

じたサービス提供に努めるとともに、地域ケア個別会議においても対象者の事例検討

を行っていきます。 

 

【目標値】 サービス利用者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用者数（人/月） 1,217 1,114 1,020 1,064 1,087 1,107 

※令和5年度実績は見込み 

 

5 生活支援通所サービス 担当課 地域包括ケア推進課 

事業の目的・概要 

要支援の認定を受けている人などで、長時間の日常生活支援や専門的な機能訓練までは

必要ないが、閉じこもり予防や自立支援が必要な場合に、通所型のサービスを提供しま

す。 

サービス提供可能な事業所を増やし、サービスの内容や効果などについても周知を行う

必要があります。 

事業内容（対策） 

  従来の介護予防通所介護の人員基準等を緩和したサービスで、事業所に通い、主に岡

山市が示す運動プログラムを2～4時間の短時間で行います。 

  本サービスの加算として新たに設定した、運動・栄養・口腔機能向上を一体的に提供

する短期集中サービス実施加算について、効果検証を行います。 

  地域包括支援センターや居宅介護支援事業所と連携し、利用者の状態像やニーズに応

じたサービス提供に努めるとともに、地域ケア個別会議においても対象者の事例検討

を行っていきます。 
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【目標値】 サービス利用者数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用者数（人/月） 175 223 251 261 267 272 

※令和5年度実績は見込み 
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（3） 生活支援・福祉サービスの提供 

１ 緊急通報システム事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・一人暮らし高齢者等の自宅に緊急通報装置を設置することで家庭内での事故や突然の病

気などの際の不安感を解消し、日常の安心を確保します。 

・一人暮らし高齢者の数は増加する一方、設置台数は減少傾向にあり、高齢者が利用しや

すい要件への見直しが必要です。 

事業内容（対策） 

  緊急通報装置や身に着けたペンダントのボタンを押すと、救急車や近隣の協力員が駆

け、救助活動を行います。 

  増加する一人暮らし高齢者の日常の安心を確保するために、利用者が減少している現

状を踏まえ、事業の見直しを図りながら引き続き実施します。 

 

 

2 日常生活用具給付事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

一人暮らし高齢者等に対し、日常生活用具を給付することにより、高齢者の日常生活の

便宜、生活支援及び寝たきり予防を図ります。 

事業内容（対策） 

  一人暮らし高齢者等が日常生活を送るうえでの有効な支援となるよう、電磁調理器、

電子レンジ、杖、手押車の４品目の用具給付について引き続き実施します。 
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3 一人暮らし高齢者等給食サービス事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

【ひまわり給食（地域のボランティアによる配食）・まごころ給食（民間事業者による配

食）】 

・援助の必要な高齢者等の食生活の安定、栄養バランスの補足、調理負担の軽減を図ると

ともに、地域の配食協力員が配食し、安否確認、孤独感の解消や、地域の交流促進等を図

ります。 

・ひまわり給食を利用できない地区では、事業者（市委託）がまごころ給食を配達しま

す。 

・中山間地域など市周辺部では事業者の負担が増大し、配食の受託に手が挙がりにくい状

況も出てきており、安定した事業実施体制構築への支援について検討が必要となっていま

す。 

【ふれあい給食（地域のボランティアによる会食・配食）】 

・家庭にひきこもりがちな高齢者等に、公共施設を利用して、地域のボランティアによる

会食・配食を行い、ふれあいの場を提供することにより、社会的自立を促し、孤独感の解

消を図るとともに、地域における身近なボランティア活動の普及を促進します。 

事業内容（対策） 

  ひまわり給食、まごころ給食を通じて、栄養バランスに配慮した食事を自宅まで定期

的に届け、食生活の安定と改善及び健康の増進を図るとともに、安否確認を行いま

す。 

  ふれあい給食を通じて、社会的自立を促し、孤独感の解消を図ります。 

  市周辺部での事業実施の負担解消につながる事業体制の構築をすすめます。 

 

4 寝たきり高齢者理容サービス事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

理容所において理容を受けることが困難な在宅の寝たきり高齢者に対し、理容師の訪問

による理容サービスを提供し、保健衛生の向上及び福祉の増進を図ります。 

事業内容（対策） 

  在宅の寝たきり高齢者に対し、理容師の訪問による理容サービスを提供することで、

保健衛生と生きがいの向上に努めます。 
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5 生活支援短期入所事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

一時的な養護が必要な高齢者について、短期間養護老人ホーム等に入所させることで、

高齢者及びその家族の福祉の向上を図ります。 

事業内容（対策） 

  介護保険制度における要支援・要介護状態に至らない高齢者について、身体や家族の

状況等により一時的に養護する必要がある場合、養護老人ホーム等（市内６施設）で

お預かりします。施設サービスの提供により日常生活を支援することで、高齢者及び

家族の負担軽減に努めます。（１月あたり７日以内） 

 

6 在宅介護者支援事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・介護を必要とする高齢者を在宅で介護している家族の精神的、経済的負担の軽減を目的

とします。 

事業内容（対策） 

  在宅で寝たきりや認知症の高齢者を介護し、一定の要件に該当する家族の人に慰労金

を支給します。 

  相談援助を希望する家族に対して地域包括支援センターから職員を派遣し、介護不安

を取り除く取り組みを推進します。 
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7 家族介護教室事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

高齢者を在宅で介護している家族や近隣の援助者に対し、介護方法、介護サービス等に

関する情報、介護者自身の健康づくり等の知識や技術の提供を内容とした教室を開催し、

高齢者を介護している家族等の身体的、精神的負担の軽減を図ります。 

事業内容（対策） 

  家族介護教室の内容は、高齢者の介護に関する知識・技術の習得、要介護状態の悪化

防止、介護者の健康管理（健康づくり、ストレス解消等）、介護者同士の交流、高齢者

の介護に関する制度、サービスの利用等に関することです。事業開始の平成23年度以

降、在宅介護支援センター等で実施しています。 

 

【目標値】 家族介護教室事業目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

指標（単位） 18 31 36 40 50 60 

※令和5年度実績は見込み 
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施策分野５ 在宅医療・介護連携の推進 

 

現 状・課 題 

    令和7（2025）年に団塊の世代が75歳以上となり、また80歳代からは要介護認定

率が急激に上昇している現状などから、今後、中・重度の医療・介護需要の増加が

予測されるほか、看取りに関する需要の増加も見込まれます 

    死亡場所について岡山市の推移をみると、平成24年は自宅で最期を迎える人が

13%でしたが、令和3年には17%に増加しています。 

    情報共有に時間がかかる、効果的な情報共有ツールがない等、医療側と介護側の連

携が不十分なケースがみられます。また、身寄りがない、生活困窮、8050問題等、

患者の複雑な社会背景により、医療機関が入退院支援に苦慮するケースがあります。 

    令和２年の岡山市の医師の平均年齢は、病院が45歳、診療所が61歳となっており、

病院と比べて診療所の医師の高齢化が進んでおり、およそ４人に１人が７０歳代以

上となっています。 

    市民や医療・介護の専門機関に対する在宅医療に関する意識調査の結果では、診療

所、病院、訪問看護ステーションが在宅医療を行うにあたり困難に感じることとし

て、「24時間365日の対応が難しい」、「マンパワー不足」などが挙げられており、在

宅医療を実施していく上での課題となっています。 

    かかりつけ医のいる市民の割合は46.6%で、概ね年齢が高いほどかかりつけ医がい

る割合は高くなり、80歳以上では73.3%となっています。 

 

【死亡場所別の死亡者数の推移】   【終末期をどこで過ごしたいか（終末期の意向）】 

  
出典：岡山市「保健衛生年報」「市民や医療・介護の専門機関に対する在宅医療に関する意識調査(令和４年度) 
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※平成28年度調査では「わからない」の回答項目なし
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方向性 

（１）在宅を支える基盤づくり（人材育成） 

    医療と介護を必要とする高齢者が急増する中、今後も予測される人材不足に対応す

るため、在宅療養を支える人材の育成・質の向上を図る取組を引き続き進めます。 

 

（２）在宅への流れの構築（多職種連携） 

    医療・介護関係者の負担軽減のため、業務の効率化や集約化を図る取組として、地

域特性を踏まえた医療連携体制の整備や、多職種連携によるネットワークの強化を

引き続き推進していきます。また、ICTの活用等により、多職種間での効率的な情報

共有を進めます。 

 

（３）市民がつくる在宅医療（普及啓発） 

    人生の最終段階において本人や家族が希望する医療やケアが受けられるよう話し合

うACP「人生会議」を浸透させていくため、市民及び各専門職への普及に努めると

ともに、在宅・施設看取りの啓発・体制整備を進めます。 

 

（４）地域包括ケアの深化に向けた取組 

    患者や家族の状況に応じて、在宅生活に必要なサービスが提供できるよう、医療・

介護関係機関向けの退院支援や相談を行うため、引き続き地域ケア総合推進センタ

ーの機能強化と周知に努めます。 

 

（５）在宅介護の推進 

    高齢者が、介護が必要になっても、住み慣れた地域で安心して暮らすこと（在宅介

護）ができるように、従来の取組をさらに発展させるとともに、特に効果があった

ものは全国的にも広がるよう国に要望するなど、引き続き総合特区事業を推進しま

す。 
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【施策分野5の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）在宅を支える基盤づくり（人材育成） 

①訪問看護支援事業 

②岡山市認定在宅介護対応薬局認定事業 

③在宅療養支援強化事業 

（2）在宅への流れの構築（多職種連携） 

①在宅医療介護の地域連携推進事業 

②ICT情報連携ツール活用推進事業 

③退院支援職員研修事業 

④地域別多職種連携会議 

（4）地域包括ケアの深化に向けた取組 

①地域ケア総合推進センターの機能強化 

（5）在宅介護の推進 

②訪問介護インセンティブ事業 

③高齢者活躍推進事業 

①介護機器貸与モデル事業 

（3）市民がつくる在宅医療（普及啓発） 

①市民出前講座等普及啓発事業 

②ACP（アドバンス・ケア・プランニング）普及啓発事業 
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主な事業 

（1） 在宅を支える基盤づくり（人材育成） 

１ 訪問看護支援事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

高齢者だけでなく、医療依存度の高い重症患者や小児、難病、がん、精神疾患の患者を

含め訪問看護に対するニーズの増加に伴い、訪問看護ステーション数は増加傾向にありま

すが、看護師5人未満の小規模ステーションが半数以上を占めています。引き続き訪問看

護の従事者の増加・定着を図るための基盤整備や機能強化を推進していきます。 

事業内容（対策） 

  再就職を考える看護師や訪問看護に関心のある看護師に対し、訪問看護ステーション

見学・体験を主とする短期研修の機会を設け、従事希望者の増加・定着を図ります。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

研修参加者数（人） 39 32  30 30 30 30 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 岡山市認定在宅介護対応薬局認定事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

在宅療養や在宅緩和ケアを希望する患者に対する薬剤管理等のニーズの増加も見込まれ

ることから、訪問薬剤管理指導を行う薬局・薬剤師を増やす取組を進めます。 

事業内容（対策） 

  県薬剤師会の在宅可能薬局等に登録済みの薬局で、所定の研修を受講した薬剤師が所

属するなど認定要件を満たし、市薬剤師会が推薦した市内開設薬局を対象に、「岡山

市認定在宅介護対応薬局」として毎年度認定します。 

  認定された薬局は、市ホームページ等で市民や医療・介護事業所に周知します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認定薬局数（箇所） 156 126 90 95 95 95 

※令和5年度実績は見込み 
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3 在宅療養支援強化事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

市内の介護支援専門員に在宅医療に関する研修を行い、ケアマネジメントスキルの向上

や、医師・看護師等の医療職とスムーズに連携できる体制づくりをめざし、患者本人の状

態に応じた医療的ケア等の必要な支援が提供できるように取組を進めます。 

事業内容（対策） 

  医療的ケアを含めたケアマネジメントスキルの向上につながる研修を実施し、研修受

講修了者の在籍する事業所には、「岡山市在宅療養支援強化研修修了事業所」として修

了証書を交付します。 

  研修修了事業所について、医療的ケアを含めた生活全般を支えるケアマネジメントス

キルを持った事業所として、市ホームページ等で市民や医療・介護事業所に周知しま

す。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認定事業所数（箇所） 89 97 100 115 115 115 

※令和5年度実績は見込み 
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（2） 在宅への流れの構築（多職種連携） 

１ 在宅医療介護の地域連携推進事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

今後増加が見込まれる在宅医療の需要に向けて、行政と病院・診療所・医師会等で構成

するワーキンググループ等で、地域の実情を踏まえながら在宅医療提供体制の検討・構築

に向けて話し合いを行い、安心して在宅療養・在宅看取りが選択できるよう取組を進めま

す。 

事業内容（対策） 

  在宅医療に取り組む医師の負担軽減を図り、在宅医療に従事する医師のすそ野を広げ

るため、地域特性を反映させた在宅医療・介護等の施策を検討します。 

  診療所間、または病院と診療所の連携の枠組みを中心とする具体的な提供体制モデル

を構築し、実践に向けて取り組みます。 
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２ ICT情報連携ツール活用推進事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

多職種連携における課題の一つである情報共有の在り方について、医療・介護関係者間

での速やかな情報共有を支援するために、地域における共通のICT情報連携ツールの活用

を推進していきます。 

事業内容（対策） 

  ①多職種等が在宅医療等に関する情報共有や相談し合えるネットワーク作り②被支援

者（患者）情報について支援関係者（連携メンバー）での共有③医師会、医療機関等

から在宅医療等に関する動向や研修等の情報提供・情報共有において、ICT情報連携ツ

ールが活用されることを目指します。 

  上記の内容を踏まえつつ、ICT情報連携ツールの相談窓口を設置し、必要に応じて個別

相談会等を実施したり、ICT情報連携ツールの導入・活用を支援するための研修会を開

催します。 

 

≪ICT情報連携ツールのイメージ図≫ 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

岡山市全ユーザーグループ

（人） 
－ 323 470 500 550 600 

※令和5年度実績は見込み 
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３ 退院支援職員研修事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

退院支援に関わる病院職員が、病院内外の多職種や病院と地域をつなぐ連携機能を強化

し、病院から在宅へ円滑な退院支援が行えるよう、質向上のための研修会を実施します。 

事業内容（対策） 

  医療機関の連携室、退院支援看護師、訪問看護師、介護支援専門員等の退院支援に関

わる職員を対象に、多職種連携の方法や課題の検討、情報共有等を実施し、退院支援

サービスの質向上を図る研修会を実施しています。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

参加者が所属している病院・

診療所数（箇所） 
28 20 20 30 30 30 

※令和5年度実績は見込み 

 

４ 地域別多職種連携会議 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

在宅医療・介護に携わる多職種の相互理解・連携・ネットワーク構築を目指し、在宅医

療・介護の推進、質向上、切れ目のないサービスが提供できる仕組みづくりを推進しま

す。 

事業内容（対策） 

  各職能団体から推薦されたメンバーで企画部会、作業部会を設置し、様々な職能団体

の協力を得て研修会を企画・開催します。 

  研修会では、医師や歯科医師、薬剤師、訪問看護師、医療ソーシャルワーカ、ケアマ

ネジャー、地域包括支援センターなど連携が必要な職種を対象に、グループワークを

実施し、在宅医療・介護に携わる多職種の相互理解・連携・ネットワークの構築を目

指します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

研修参加者（人） － 300 540 600 600 600 

※令和5年度実績は見込み 
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（3） 市民がつくる在宅医療（普及啓発） 

１ 市民出前講座等普及啓発事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

住み慣れた地域で最期まで暮らせるまちの実現に向け、人生の最終段階に本人や家族が

納得のいく医療・介護を受けられるよう、かかりつけの医師、歯科医師、薬剤師を持つこ

との重要性や、今後の治療・療養について本人が家族等や医療・介護従事者とあらかじめ

話し合うプロセスであるACP（アドバンス・ケア・プランニング）「人生会議」の普及・

啓発を推進します。 

事業内容（対策） 

  多くの市民が参加しやすいよう、地区組織、サロン、公民館等へ出向き出前講座を実

施します。また、地区組織、サロン等へ所属していない市民も参加できるよう、セン

ターにて定期的に講座を行います。 

  身近な地域で在宅医療・介護がどのように提供されているのか、在宅看取りはどのよ

うになされるのか知っていただくため、地元で在宅医療・介護に従事している専門職

を講師とした市民公開講座を福祉区単位で開催します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

出前講座等受講者数（人） 447 2,078 1,700 2,100 2,200 2,300 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 
ACP（アドバンス・ケア・プランニング）普及啓発事

業 
担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

市民が自分らしい最期を迎えられる環境づくりのため、市民ならびに医療・介護関係者

へ向け、ACP（アドバンス・ケア・プランニング）「人生会議」の普及・啓発を推進しま

す。 

事業内容（対策） 

  「人生会議 実践BOOK」を公民館や図書館、地域センター等へ配架したり、ホームペ

ージ上で公開することで、身近に知ってもらう機会を増やしていきます。 

  病院の地域連携室等で「人生会議 実践BOOK」を活用していただけるよう、市内全て

の病院に設置をします。 

  市民や専門職に向けて、それぞれに出前講座や研修会を開催し、ACPの概要や取り組

み方等を紹介する機会を増やします。 
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（4） 地域包括ケアの深化に向けた取組 

１ 地域ケア総合推進センターの機能強化 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

全ての市民が住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるように、保健・医療・福祉分

野の連携を強化するとともに、安心を支える最適な地域医療システムを構築し、予防、診

療から介護まで切れ目のないサービスが提供できる仕組みづくりに取り組みます。今後は

医療・介護関係機関向けの退院支援・相談機能について重点的に強化を図っていきます。 

事業内容（対策） 

総合相談 

・在宅医療や介護などのサービスや制度についての相談 

・地域の医療・福祉資源の情報提供 

・市内病院における退院支援が困難なケース（資源不足、福祉的課題等で複合的な課

題を抱えているなど）の調整作業の支援や、複合課題ケースを抱えている専門職への

相談支援 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

専門職からのケース相談件数

（件） 
38 48 30 40 50 60 

※令和5年度実績は見込み 
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（5） 在宅介護の推進 

１ 介護機器貸与モデル事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

介護保険給付の対象になっていない介護機器を、モデル的に貸与し、利用効果等を収集

して国へ報告することで、将来的に介護保険給付の対象として全国展開を図ります。 

事業内容（対策） 

  市内の在宅で生活する要支援・要介護高齢者に、介護保険福祉用具貸与に含まれない

介護機器を、1割の利用者負担で貸与します。 

  介護機器を全国からの公募により選定し、貸与後は機器取扱業者から利用実績・実態

を報告してもらって効果を検証し、福祉用具貸与分野の種目追加を国へ提言していき

ます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

機器利用人数（延べ人数） 897 942 1,050 1,100 1,150 1,200 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 訪問介護インセンティブ事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

訪問介護事業所に市から専門職を派遣することで、利用者の「自立」を意識した介護サ

ービスの提供を目指します。 

事業内容（対策） 

  市が訪問介護事業所に派遣する専門職（理学・作業療法士、歯科衛生士、管理栄養

士）が訪問に同行し、実際に利用者の状態像を確認した上で、ヘルパーに対して利用

者の状態維持・改善に繋がる助言を行います。 

  専門職との同行訪問を含む評価指標の達成状況や、利用者の日常生活機能の改善につ

いて評価を行い、その結果に応じて上位事業所に奨励金等のインセンティブを付与し

ます。 

  訪問介護において、従来よりも「自立」を意識したサービス提供が進むように、利用

者の状態維持・改善状況について分析を進め、介護サービスにおける質の評価や更な

る他職種連携の必要性を国へ提言していきます。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

新規参加訪問介護事業所数

（累計）（箇所） 
22 24 25 28 31 34 

※令和5年度実績は見込み 

 

３ 高齢者活躍推進事業 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

高齢者が要介護状態になっても、いつまでも住み慣れた地域で生きがいを持って暮らし

ていけるように、介護事業所で就労・社会参加活動が可能となるような取組や啓発活動等

を実施します。 

事業内容（対策） 

  介護事業所に対して、研修会やワークショップ等を実施し、要支援・要介護者の方

が、就労・社会参加活動に取り組む意義を正しく理解してもらいながら、市内で事例

を創出していきます。 

  事業成果をまとめ、介護事業所において、利用者の就労・社会参加活動についてサー

ビス提供が進むように国へ提言していきます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

事業参加デイサービス事業所

数（累計）（箇所） 
2 5 7 9    11 13 

※令和5年度実績は見込み 
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施策分野６ 認知症施策の推進 

 

現 状・課 題 

    岡山市における認知症高齢者数（介護保険認定者のうち認知症高齢者の日常生活自

立度Ⅱ以上）は、令和4年9月時点で約2.6万人であり、介護保険認定者の約6割を占

めています。令和22（2040）年には、認知症高齢者数は約3.2万人に達する見込み

であり、また、正常と認知症との中間の状態の軽度認知障害（MCI）有病者数は約

2.7万人になることが予測されています。 

    岡山市の介護予防・日常生活圏域ニーズ調査において、認知症の検査を「受けたい」

と回答した人は6割を超えている一方、約３割の人が「受けたくない」と回答してい

ます。その理由として「分かってもどうしようもないと思うから」と回答した人の

割合が6割と多くなっています。認知症に関する相談窓口について、「知っている」

と回答した人の割合は約２割と低く、また、介護者が不安に感じる介護について、

「認知症状への対応」と回答した人の割合が最も多くなっています。 

  岡山市では認知症サポーター養成講座を実施していますが、住民における講座の認

知度は２割程度で、学校や企業向け講座の開催も十分とはいえません。 

  かかりつけ医と地域包括支援センター、初期集中支援チーム員が連携する「認知症

かかりつけ医制度」を実施し、早期診断・早期対応に繋げる体制づくりを構築して

います。 

    要支援・要介護認定を受けている若年性認知症の人は令和４年９月時点で約280人

となっています。岡山市高齢者実態把握調査によると、若年性認知症の人の支援に

あたり、介護保険サービス以外の資源が必要かを問う質問に、約６割の事業者が

「必要だと思う」と回答しています。若年性認知症の人は、就労・社会参加や経済

的な問題など高齢の認知症の人への支援とは違う課題がみられます。若年性認知症

の人同士が話をする機会の確保や、認知症サポーター養成講座 を含めた、若年性

認知症の理解を広げる取り組みを継続していく必要があります。 

    令和4年の認知症を原因とする行方不明者の届出は、全国で18,709人であり、平成

24年に統計を開始してから10年連続で増加しています。岡山市では、市民や警察と

連携し、早期発見につながる体制を構築しています。 

  令和４年に国の認知症施策推進大綱の中間評価が行われ、さらに、令和5年6月に認

知症基本法が成立し、共生社会の実現の推進という目的に向け、法の定める基本理

念等に基づき認知症施策を国・地方が一体となって講じていくことが求められてい

ます。 
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【岡山市の認知症高齢者数の推計】 

  

 

方向性 

〇  国の認知症大綱の中間評価の結果を踏まえ、認知症施策推進大綱に沿って、認知症

の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるよう、容

態の変化に応じて適切な医療・介護サービス等を切れ目なく、適切なタイミングで

提供できる体制づくりを関係機関と連携して進める必要があります。 

〇  認知症基本法の施行に向けては、国が今後策定する認知症施策推進基本計画の内容

を踏まえ、認知症施策の推進を行っていきます。さらに、認知症の人を介護してい

る多くの家族は、心理的な負担感や孤立感を有している傾向が強く、家族介護者支

援について、地域で支え合う活動の促進に取組んでいきます。 

 

（１）認知症に関する正しい知識の普及啓発 

    認知症への社会の理解を深め、地域共生社会の実現を目指すため、認知症の人と関

わりが想定される小売業・金融機関・公共交通機関等の従業員等をはじめ、人格形

成の重要な時期である子ども、学生に対する取組を強化しつつ、認知症への偏見を

なくし、認知症になっても地域で希望を持って暮らし続けられるよう、認知症に関

する正しい知識の普及啓発を推進していきます。 

    認知症の人が自らの言葉で語り、いきいきと活動している姿を発信できるよう、

「認知症とともに生きる希望宣言」を活用した従来の広報媒体や啓発イベントでの

周知に加え、世界アルツハイマーデーや月間の機会を捉えた発信機会の拡大に取り

組みます。 

 

 

 

（万人） 

出典：岡山市介護認定データ（令和４年９月末）をもとに推計 
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（２）認知症への備えとしての取組の推進 

    介護予防教室など高齢者が身近に通うことができる通いの場への参加促進やフレイ

ル対策事業の充実を図り、認知症予防に資する可能性のある活動を推進します。 

 

（３）認知症に対する医療・介護連携の推進 

    早期発見・早期対応が行えるよう、認知症疾患医療センター、認知症サポート医、

認知症かかりつけ医、地域包括支援センター、地域支援推進員、認知症初期集中支

援チーム等のさらなる質の向上を図るとともに、これらの連携を強化し、認知症の

人とその家族をサポートする体制づくりを一層推進します。 

    認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族が早い段階で適切な支援につながる

よう、認知症初期集中支援チームの活動を引き続き推進します。 

    75 歳以上の運転免許更新時等に義務付けられている認知症検査を活用するなど、

認知症リスクの高い高齢者の早期診断・早期対応を推進します。 

 

（４）認知症の人と家族への支援の強化 

    認知症になっても尊厳を持ち、地域で安心して暮らしていけるように、認知症カフ

ェなどの居場所づくりや認知症の人同士・家族同士が交流できる場のさらなる充実

を図ります。 

    若年性認知症の人への支援については、若年性認知症の人同士や家族同士がつなが

り今後を話し合える取組を一層推進します。 

  家族介護者の負担軽減や生活と介護の両立が図れるよう、認知症の人や家族等から

の各種の相談に対し、個々の状況に配慮し応ずるために必要な体制の整備を図りま

す。また、認知症の人やその家族の視点を施策等へ反映させます。 

 

（５）地域における認知症への理解の浸透と地域支援体制の充実・強化 

    認知症の人と認知症サポーターをマッチングし、認知症の人の声をよく聞きながら、

ともにやりたいことを考え、取り組む体制を構築します（チームオレンジ）。 

    認知症高齢者等が行方不明になった時の早期発見や事故の未然防止を図るとともに、

官民が連携した高齢者等の見守り活動の支援を通じて、地域における見守り体制の

推進を図ります。 
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【施策分野6の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）認知症に関する正しい知識の普及啓発 

①認知症の普及啓発事業 

③認知症とともに生きる希望宣言普及啓発 

②認知症サポーター養成講座 

（2）認知症への備えとしての取組の推進 

①介護予防センターのリハビリテーション専門職等をいかした取組【施策4（1）参照】 

②通いの場の運営支援「あっ晴れ！もも太郎体操」【施策4（1）参照】 

③介護予防教室【施策4（1）③参照】 

（3）認知症に対する医療・介護連携の推進 

②認知症地域支援推進員の配置 

③認知症初期集中支援チーム 

①認知症疾患医療センターの運営 

④認知症サポート医の養成 

⑤かかりつけ医の認知症対応力向上研修 

⑥介護サービス事業所職員に対する認知症対応力向上研修 

⑦認知症情報共有事業 

⑧認知症の早期発見・早期対応促進事業 
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（4）認知症の人と家族への支援の強化 

①認知症コールセンター設置運営事業 

②認知症カフェ運営支援事業 

③若年性認知症の人への支援 

④本人ミーティング推進事業 

⑤認知症ピアサポート活動支援事業 

⑥認知症伴走型支援事業 

（5）地域における認知症への理解の浸透と地域支援体制の充実・強化 

①認知症サポーター養成講座【施策6（1）②参照】 

②認知症サポートリーダー活動支援 

③認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 

④認知症高齢者見守り事業 

⑤高齢者・子どもの見守りネットワーク事業【施策2（2） 参
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主な事業 

（1） 認知症に関する正しい知識の普及啓発 

１ 認知症の普及啓発事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症は早期発見・早期治療と早期対応が有効であり、認知症の人やその家族が住み慣

れた地域で自分らしく暮らし続けるために、認知症に関する正しい知識の普及を進めま

す。 

事業内容（対策） 

  世界アルツハイマー月間*における、パネル展や講演会等の普及啓発イベントのほか、

図書館での展示や各種イベントを通じて認知症の人が意見発信する機会を設け、認知

症への社会の理解を深めます。 

  認知症の容態に応じた適切なサービス提供の流れを示した、認知症ケアパスの普及に

努めます。 

 

岡山市の認知症ケアパスのイメージ 

 
 
 
＊世界アルツハイマー月間：1994 年「国際アルツハイマー病協会」（ADI）が、世界保健機構（WHO）と共同
で毎年 9 月 21 日を「世界アルツハイマーデー」と制定し、この日を中心に認知症の啓蒙を実施し、９月を「世
界アルツハイマーデー月間」と定め、様々な取り組みを行っている。  
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2 認知症サポーター養成講座 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

 認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを推進するため、認知症を正しく理解

し、認知症の人や家族を温かい目で見守る応援者である「認知症サポーター」を養成しま

す。 

事業内容（対策） 

  認知症の人と関わる機会が多いことが想定される、地域住民や企業、学校等の関係機

関に向け、認知症サポーター養成講座を開催します。 

  特に企業の従業員等をはじめ、子ども、学生に対する認知症サポーター養成講座の取

組を強化します。 

  岡山ふれあいセンター等で開催する定期的な会場での認知症サポーター養成講座に加

え、オンラインでの講座を取り入れることで受講しやすい環境に努めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 
令和5年度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認知症サポーター養成人数累

計（人） 

（うち企業サポーター養成人

数累計（人）） 

58,207 

（353） 

62,689 

（535） 

64,279 

（1,209） 

71,000 

（2,500) 

75,000 

（3,500) 

79,000 

（4,500) 

※令和5年度実績は見込み 

 

3 認知症とともに生きる希望宣言普及啓発 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

「認知症とともに生きる希望宣言」（認知症とともに暮らす本人一人ひとりが自らの体

験と思いを言葉にしたもの。希望を持って前を向き自分らしく暮らし続けることをめざし

2018年11月、日本認知症本人ワーキンググループ（JDWG）が表明。）を普及し、認知

症の人からの発信の機会を支援します。 

事業内容（対策） 

  パネル展での「認知症とともに生きる希望宣言」の展示や、認知症安心ガイドブッ

ク、岡山市認知症サポーター養成講座副読本へ掲載し、普及啓発を図っていきます。 

  認知症の人からの発信の機会が増えるよう、自身の希望や必要としていること等を認

知症の人同士で語り合う「本人ミーティング」の取組を一層普及します。 
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（3） 認知症に対する医療・介護連携の推進 

１ 認知症疾患医療センターの運営 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

認知症疾患医療センターを設置することにより、保健医療・介護機関等と連携を図りな

がら、認知症疾患に関する鑑別診断とその初期対応、認知症の行動・心理症状と身体合併

症の急性期治療に関する対応、専門医療相談、診断後の相談支援等を実施し、併せて地域

保健医療・介護関係者への研修等も行うことにより、地域において認知症に対して進行予

防から地域生活の維持まで必要となる医療を提供できる機能体制の構築を図ることを目的

とします。 

事業内容（対策） 

  平成23年度から市が指定している１病院（岡山赤十字病院）と、県が指定する2病院

（岡山大学病院、慈恵病院）による市内3センターの体制を維持し、認知症の予防や早

期発見、身体合併症への急性期対応や診断後支援の充実に努めます。 

  講演会等を通じて、認知症に関する普及啓発を進めます。 

  地域の診療所等の医師への研修や、医療介護関係機関との連絡会議等により、認知症

の人とその家族への支援体制の維持・向上を図ります。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

市内指定機関数（箇所） 3 3 3 3 3 3 

※令和5年度実績は見込み 
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2 認知症地域支援推進員の配置 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

医療と介護の連携強化や、地域における支援体制の構築、認知症ケアの向上を図ること

を目的に、医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐコーディネーターと

しての役割を担う認知症地域支援推進員を配置しています。 

事業内容（対策） 

  認知症地域支援推進員を地域包括支援センター（各福祉区に１人）に配置し、それぞ

れが地域の支援機関と連携しながら活動します。 

  認知症地域支援推進員が、認知症に関する医療・介護等の連携の推進役として、地域

包括支援センター、認知症サポートリーダー等と協力し、認知症の正しい知識の普及

啓発、早期発見とその後の支援、医療・介護の連携強化に努めます。 

  認知症の人やその家族等から相談があった際、知識・経験をいかした相談支援を実施

します。また、地域の介護サービス事業所等と連携し、家族介護者を含めた支援を行

います。 

  地域の実情に応じて、認知症の人やその家族を支援し、家族の介護負担の軽減等を図

るため、認知症カフェの開設や運営の支援等支援体制を構築するための取組を進めま

す。 

 

3 認知症初期集中支援チーム 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築に向け、認知症の人やその家族に

早期に関わる認知症初期集中支援チームを設置しています。 

近年、支援者数が増加傾向にあり、今後も認知症高齢者の増加が見込まれていることか

ら、さらなる支援体制の強化が求められています。 

事業内容（対策） 

  地域包括支援センターにチーム員を配置し、それぞれが連携しながら、医療職・福祉

職がチームとなって活動します。 

  対応ケースへの家庭訪問による支援のほか、関係者を集め、専門医を含む認知症初期

集中支援チーム員会議を開催・協議し、共通認識を持つ中で状況に即応した医療・介

護サービスの利用調整と、支援者への確実な引継ぎ、支援終了後のモニタリング実施

による切れ目のない支援を行います。 

  認知症の人やその家族の健康管理を行っている、地域の身近なかかりつけ医やサポー

ト医と連携を図ることで、支援内容等の検討、医学的見地からの助言、定期的な情報

交換など、地域包括支援センター及び認知症疾患医療センターとともに一体的に事業

を推進していくことができるよう、支援チームの編成を検討していきます。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認知症初期集中支援チーム対

応ケース数（件） 
82 99 106 95 100 105 

医療・介護につながったケー

ス 
43 68 72 80 85 90 

※令和5年度実績は見込み 

 

4 認知症サポート医の養成 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行い、専門医療機関

や地域包括支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医を養成することによ

り、各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体となった認

知症の人への支援体制の構築を図ることを目的とします。 

事業内容（対策） 

  医師会との協力により、認知症サポート医養成研修の受講者を選定・派遣し、認知症

サポート医を養成します。 

  既存のサポート医に対して、研修や意見交換の場を設け、スキルアップを図ります。 

  新たにサポート医となった医師については岡山市認知症かかりつけ医制度への登録を

勧奨し、地域のかかりつけ医や地域包括支援センター等との連携を推進します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認知症サポート医養成者数

（累計）（人） 
60 65 70 70 75 80 

※令和5年度実績は見込み 
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5 かかりつけ医の認知症対応力向上研修 担当課 医療政策推進課 

事業の目的・概要 

高齢者等が日頃から受診する主治医（かかりつけ医）に対し、適切な認知症診療の知

識・技術や認知症の人とその家族を支える知識と方法を習得するための研修を実施するこ

とにより、認知症サポート医との連携の下、地域において認知症の発症初期から状況に応

じた認知症の人への支援体制の構築を図ります。 

事業内容（対策） 

  市内の医師に対し認知症対応力向上研修を実施します 

  特に未受講の医師に対し受講を促し、市域全体の認知症対応力の底上げを図ります。 

  新規に受講した医師については岡山市認知症かかりつけ医制度への登録を勧奨し、地

域包括支援センター等との連携を推進します。 

 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

延べ受講者数（人） 480 530 570 610 650 690 

※令和5年度実績は見込み 

相談
アドバイス

①

① ③

専
門
医
療

地
域
医
療

在
宅
生
活

認知症疾患
医療センター

その他の
専門医療機関

地域の病院

認知症
かかりつけ医

軽度 重度

地域包括
支援センター

認知症の程度

認知症かかりつけ医制度

認知症かかり
つけ医の役割

鑑別診断
（治療）

ｱｾｽﾒﾝﾄ
（ＤＡＳＣ）

31点
以上

31点
未満

地域包括
地区担当

による支援

地域包括
地区担当
による支援

・状態に応じた介護サー
ビス等の調整

・地区担当によるモニタ

リング

紹介・相談
アドバイス

・ＢＰＳＤへの対応など専門的な
治療・相談
・入院が必要な治療

継続的な
情報の共有

紹介・相談
アドバイス

認知症
サポート医

受診勧奨 ※

認知症の継続した診療

※アセスメントの状況によっては、認知症疾患医療センター等
の専門医療機関へ、直接受診勧奨をする場合もあります。

認知症の初期対応及び専門医療機関等への確実なつなぎができ、地域包括支援センターなど介護・福祉分野と
の連携を図ることができる医師を登録する制度。

相談
アドバイス
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6 
介護サービス事業所職員に対する認知症対応力

向上研修 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

介護サービス事業所職員に対する認知症対応力向上に向けた研修を実施します。 

事業内容（対策） 

  認知症介護サービスを提供する事業所の開設者や管理者に就任予定の職員に対し、事

業所を管理運営していくために必要な知識や技術に加えて、認知症の人に対する適切

なサービス提供に関する知識等を修得する研修の実施、また、介護サービス事業所職

員に対し、認知症に関する基礎的な知識や技術と、それを実践する際の考え方を身に

つける研修を実施することにより、各サービス事業者における認知症高齢者に対する

介護サービスの充実を図っています。 

  認知症高齢者の増加に伴い、今後もさらに介護サービス事業所職員の研修は必要であ

り、引き続き実施していきます。 

  令和３年度の介護報酬改定により、介護に直接携わる職員のうち、医療・介護関係の

資格を有さない職員には「認知症介護基礎研修」の受講が義務付けられました。令和

４年度からは、eラーニングでの受講も可能としており、引き続き介護サービス事業所

職員への認知症対応力の向上に取り組んでいきます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認知症対応型サービス事業管

理者等研修参加者数（人） 
42 29 45 65 65 65 

認知症介護基礎研修参加者数

（人） 
94 311 300 300 300 300 

※令和5年度実績は見込み 

 

7 認知症情報共有事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

75歳以上の高齢者の運転免許更新時等に義務付けられている認知機能検査を活用し、

認知症リスクの高い高齢者の早期発見・早期対応を推進しています。 

事業内容（対策） 

  岡山県警が認知症リスクの高い高齢者への認知機能検査の結果を通知する際に、地域

包括支援センターの案内文を同封します。 

  岡山県警と連携することにより、認知症高齢者の円滑な生活支援を推進します。 
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8 認知症の早期発見・早期対応促進事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

より幅広い年代の市民に対して、認知症の早期発見・早期対応を促進します。 

事業内容（対策） 

  65歳になる市民に、地域包括支援センターの総合相談につながる「認知症早期発見の

ためのチェックリスト」の送付や、地域包括支援センターでのDASＣ-21による調査の

実施、認知症早期発見チェックを掲載している「認知症安心ガイドブック」等を配置

します。 

  認知症発見のためのチェックリストや認知症安心ガイドブックは市のホームページに

掲載します。また、認知症発見のためのチェックリストを医療機関や薬局等に配置

し、認知症の早期発見・早期対応につながるきっかけをつくります。 
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（4） 認知症の人と家族への支援の強化 

１ 認知症コールセンター設置運営事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・認知症の人やその家族が地域で安心して生活できるように、認知症介護の専門家や経験

者が対応するコールセンターを設置し、気軽に相談できる体制を構築します。 

事業内容（対策） 

  認知症の人やその家族等からの各種相談に対し、相談内容に応じた助言等の支援をし

ます。 

  相談内容により、地域包括支援センター、介護サービス事業所、医療機関等関係機関

が行う支援へ適切につなぐとともに、地域包括支援センター等の関係機関との連携を

図り、相談への効果的な支援を行います。 

 

2 認知症カフェ運営支援事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の人とその家族、地域住民、専門職が集い、認知症の人を支えるつながりを支援

し、認知症の人の家族の介護負担軽減を図るため、認知症カフェの運営を支援します。 

認知症の人やその家族の居場所としての機能や認知症ではない人も身近に自分事として

認知症を考えるきっかけの場所となることが求められています。 

事業内容（対策） 

  認知症地域支援推進員が、認知症サポートリーダー等の地域のボランティア、専門

職、事業所等による認知症カフェの運営を支援し、認知症の人やその家族、地域住

民、専門職等の誰もが集うことができる場を増やすことで、認知症の人への効果的な

支援や、認知症の人の家族の介護負担の軽減を図ります。 

  地域で偏りがないよう、認知症カフェの設置されていない中学校区を中心に開催・運

営を支援していきます。また、認知症カフェが設置されている地域においても開催・

運営の状況を確認しつつ、充実を図ります。 

  認知症の理解促進・偏見の払しょくにつながる情報提供が行われるよう支援します。 

  希望があれば認知症の人が役割を持って運営にも参加できるカフェを目指します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認知症カフェの数（累計） 37 43 42 46 50 54 

※令和5年度実績は見込み 

-127-



3 若年性認知症の人への支援 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

若年性認知症の人は、就労・社会参加など高齢の認知症の人とは異なる課題を抱えてい

るため、気軽に相談できる体制の構築と地域における理解の促進が必要です。 

事業内容（対策） 

  認知症サポータ―養成講座等を通じて企業等に普及啓発を行い、若年性認知症につい

ての正しい知識や理解の促進に努めます。 

  若年性認知症の正しい知識の普及啓発による早期診断・早期対応につなげ、岡山県の

若年性認知症支援コーディネーターと連携した個別支援の実施のほか、本人ミーティ

ングの場等を中心に、若年性認知症の人やその家族の意見を聞く機会を設けます。 

  若年性認知症の人が、その状態に応じた支援を受けられるよう、関係機関が行う相談

援助へ適切につなぐ取組を推進します。 

 

4 本人ミーティング推進事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の人同士が、自分がやりたいことや、あったら良いと思うものをお互いに語り合

う、本人ミーティングの取り組みを推進します。 

事業内容（対策） 

  岡山市本人ミーティングPR事業を実施し、本人ミーティングを自主的に取り組む団体

等が市内で実施している本人ミーティングを周知しています。 

  本人ミーティングの開催を推進し、認知症の人の意見の把握、市施策への反映や、市

民への発信により認知症への理解を深め、認知症とともに希望を持って生きることが

できる地域づくりを進めます。 
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5 認知症ピアサポート活動支援事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の人、家族の人同士だからこそできる不安の軽減や、今後について前向きに考え

る機会をつくるため、認知症の人同士や家族同士が相談できるピアサポート*活動を支援

します。 

事業内容（対策） 

  コーディネーターを配置し、認知症の人同士や希望する家族同士の相談を支援しま

す。 

  認知症の人も地域を支える一員として活躍することで社会参加の促進を図ります。 

 

※ピアサポート：同じような立場の人によるサポート 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

相談人数（人） 

（うち家族の相談人数

（人）） 

4 

（2） 

7 

（2） 

3 

（1） 

12 

（4） 

18 

（8） 

24 

（12） 

※令和5年度実績は見込み 

 

６ 認知症伴走型支援事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症対応型グループホーム等の介護サービス事業所を地域資源として活用し、認知症

の進行による状況の変化やそれに悩む人とその家族に寄り添い、地域の人々の生活を応援

するという伴走型の相談支援の取組を推進します。 

事業内容（対策） 

  認知症の人やその家族に対し、専門職ならではの日常生活上の工夫等の助言を行いま

す。 

  家族に対して、精神的・身体的負担の軽減につながるような効果的な介護方法や介護

の対する不安解消に係る助言を行います。 

  継続的な支援が必要な相談を伴走型支援拠点となる介護サービス事業所へ円滑につな

ぐことが可能となるよう、地域包括支援センターや認知症地域支援推進員等の地域の

関係機関と連携体制を構築します。 
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（5） 地域における認知症への理解の浸透と地域支援体制の充実・強化 

2 認知症サポートリーダー活動支援 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

地域住民に対する普及啓発活動や認知症の人やその家族への適切なサポートを自主的に

行う認知症サポートリーダーの活動を支援します。 

事業内容（対策） 

  認知症サポートリーダーが認知症地域支援推進員と連携し、地域の実情に応じて認知

症への理解を深めるための普及啓発活動や認知症の人と家族への支援体制を構築する

ための取組を支援します。 

  認知症サポートリーダー同士の交流や地域の活動の情報共有等により、活動の促進を

図っていきます。 

 

3 認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組

み（チームオレンジ）を構築し、地域での見守り、認知症の人の社会参加を推進する体制

を強化します。 

事業内容（対策） 

  できる範囲で手助けを行うという活動の任意性は維持しつつ、ステップアップ講座を

受講した認知症サポーター等が支援チームを作り、認知症の人の声をよく聴きなが

ら、共にやりたいことを考え取り組む体制を推進し、認知症の人と家族が安心して共

に暮らせる地域づくりを目指します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

ステップアップ講座修了者数

（累計）（人） 
－ 34 67 100 130 160 

※令和5年度実績は見込み 
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4 認知症高齢者見守り事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

認知症の人や家族が地域で安心して住み続けられるために、地域で見守り、支援する体

制を構築しています。 

協力者数は順調に増加しているが、認知症の人や家族が安全に外出できるように地域の

見守り体制を充実させるための働きかけが必要です。 

事業内容（対策） 

  認知症の人が行方不明になったときに、事前登録された人に対し、捜索依頼メールを

配信し、行方不明者の早期発見を図ります（行方不明高齢者さがしてメール事業） 

  広報媒体等を用いて、事業の周知を行い、協力者を増やし、地域の見守り・支援する

体制の充実を進めます。 

  身元不明の認知症の疑いがある高齢者が、警察に保護された際、一時保護できる場所

を介護老人福祉施設等に確保し、身元が判明するまでの間、高齢者を保護します（認

知症身元不明高齢者一時保護事業） 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

行方不明高齢者さがしてメー

ル事業協力者登録数（累計）

（件） 

2,208 2,445 2,500 2,700 2,900 3,100 

※令和5年度実績は見込み 
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施策分野７ 安心・快適な住まい等の確保 

 

現 状・課 題 

    高齢者が安心して暮らせる「住まい」の確保は、地域包括ケアシステムの構築を進

める上で前提となるものです。 

    高齢者単身世帯や高齢者のみ世帯が年々増加する中、生活困窮や社会的孤立等の課

題を抱え、地域での生活を継続することが困難となる高齢者の増加が懸念されます。 

    令和４年に消費者庁が実施した「住環境における高齢者の安全等に関する調査報告

書」によると、自宅の設備について、「問題がある、改善したいと感じている点はな

い」人が半数以上（59.8％）を占めています。問題がある又は改善したい点につい

ては、「浴室や脱衣所が寒い」（18.5％）「部屋や廊下との境界に段差がある」

（14.9％）、「階段や廊下、浴室に手すりがない」（10.3％）が上位となっています。

事故防止対策としては、主に転倒・転落の対策について、けがをしないように環境

を整備している内容がみられます。 

    岡山市の高齢者向けの住まい（有料老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅、シルバーハウジング）の戸数は6,068戸（令和５年3月末）で、３年

前の調査時（令和２年3月末）に比べ約400戸の増加となっています。 

    岡山市高齢者実態把握調査では、自宅等から居場所を変更した1,312人（「死亡」

を除く）の内、「住宅型有料老人ホーム」、「サービス付き高齢者向け住宅」、「軽費老

人ホーム」、「特定施設」へ居場所を変更した人は合わせて437人（33.3％）となっ

ています。 

    老人ホーム等では、新型コロナウイルス感染症等の感染症が発生した際、利用者・

従業員共に集団感染に拡大する恐れがあり、十分な感染防止対策が必要とされてい

ます。また、災害発生時には、自力での避難が困難な人も多いため、避難計画の作

成・災害への備えが必要とされています。 

【居場所の変更先】                出典：岡山市高齢者実態把握調査 
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方向性 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続けられるよう、高齢者の生活ニーズや状

況等に応じた多様なサービスやバリアフリー化を意識した住まいが適切に提供され

る環境を整えていきます。 

○ 感染症や災害発生時に備え、施設の感染予防対策や防災体制を強化していきます。 

○ 住まいや施設等のバリアフリー化を進めるなど、高齢者にとって暮らしやすい住環境

づくりを進めていきます。 

 

（１）安定した住まいの確保 

    軽費老人ホーム等の家賃が低廉な住まいの提供や、養護老人ホーム等の適切な生活

支援体制を確保するとともに、サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホームにお

いて、入居者に対して適切なサービスが提供されるよう、指導監督の強化を行いま

す。 

    また、都市整備局での「新たな住宅セーフティネット制度」の取組と連携し、高齢

者等が安心して住まうことのできる住宅等の供給を促進します。 

    感染症予防、感染症対策研修等の周知啓発の指導や、感染症発生時には施設との連

携の強化を行います。 

    近年の水害等の発生状況を踏まえ、避難訓練の実施状況、防災に対する意識の啓発、

防災用品等の備蓄物資等が備えられているか等、施設の防災・業務継続計画を定期

的に確認し、指導の強化を行います。 

 

（２）安心・快適な住環境づくり 

    関係する部局や事業者と連携・協働しながら、バリアフリー・ユニバーサルデザイ

ンの意識の浸透を進めるとともに、高齢者の住宅や施設等のバリアフリー化を促進

します。 

    また、シルバーハウジングに生活援助員を派遣し、高齢者が安心して生活できるよ

う支援します。 
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【施策分野7の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①養護老人ホーム 

④有料老人ホーム 

②軽費老人ホーム（ケアハウス・経費老人ホームＢ型） 

⑤サービス付き高齢者向け住宅 

⑥シルバーハウジング 

⑦新たな住宅セーフティネット制度 

③生活支援ハウス 

（1）安定した住まいの確保 

（2）安心・快適な住環境づくり 

②シルバーハウジング生活援助員派遣事業 

①すこやか住宅リフォーム助成事業 

-134-



主な事業 

（1） 安定した住まいの確保 

１ 養護老人ホーム 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・養護老人ホームは、経済的理由や家庭環境等の理由により、居宅での生活が困難な高齢

者が市町村の措置により入所する施設です。 
・市内の施設（令和 5年 4 月 1日現在） 

施設名 運営主体 定員 

岡山市友楽園 市（指定管理） 50 人 

岡山市会陽の里（※） 市（指定管理） 80 人 

玉松園（※） 社会福祉法人 60 人 

松風園 社会福祉法人 50 人 

報恩積善会（※） 社会福祉法人 70 人 

計 310 人 

 （※）の施設は、直接介護保険サービスを受けることができます。 

 

事業内容（対策） 

  入所措置が必要な高齢者の生活を引き続き支援します。 

  施設整備については、常時空床が生じている状況であるため、本計画期間中は整備し

ない方針です。 

  国・県補助金等も活用して、防災・感染症対策を推進します。 

 

 

【目標値】 措置人数 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

実績（人） 228 235 235 － － － 

※令和5年度実績は令和5年9月末時点。 

※市外の施設への措置人数を含み、市外からの被措置者の人数は含まない。 
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2 
軽費老人ホーム（ケアハウス、軽費老人ホームB

型） 
担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・軽費老人ホームは、低額な料金で家庭環境、住宅事情等の理由により居宅において生活

することが困難な60歳以上の高齢者が入所し、日常生活上必要な便宜を供与し、健康で

明るい生活を送れるようにするための施設です。 

・ケアハウスは、自立した日常生活を送ることに不安のある高齢者が、必要な援助を受け

ながら生活する施設で、食事の提供等を受けることができます。 

・軽費老人ホームB型は、家庭の事情で同居できない高齢者が自立して生活する施設で、

自炊ができる程度の健康状態の人が入所の対象となります。しかし、平成20年施行の

「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準について」では、軽費老人ホームはケアハ

ウスに一元化される方針が示されており、基準改正時にあった施設のみ、経過的措置が取

られています。 

・ケアハウス 21施設 定員874人 

・軽費老人ホームB型（平井サンホーム） 1施設 定員50人 

事業内容（対策） 

  ケアハウスは、政令指定都市の中で最も高い整備率となっており、待機者も比較

的少ないため、本計画では整備しない方針です。 

  軽費老人ホームB型（平井サンホーム）は、国の整備運営基準の改正を踏まえ、今

後も施設のあり方について検討していきます。 

  国・県補助金等も活用して、防災・感染症対策を推進します。 

 

【目標値】 軽費老人ホーム目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

ケアハウス入所者数（年度

末）（人） 
827 834 840 840 840 840 

平井サンホーム入所者数（年

度末）（人） 
50 50 36 36 36 36 

※令和5年度実績は見込み 
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3 生活支援ハウス 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・居宅での生活に不安のある、市内にお住いの60歳以上の一人暮らし、夫婦のみ世帯又

は家族による援助を受けることが困難な高齢者に対して、介護支援機能、居住機能及び交

流機能を総合的に提供する施設で、高齢者が健康で明るい生活を送れるようにすることを

目的としています。 

・3施設 定員23人 

事業内容（対策） 

  入所者数からも、必要なサービス量は概ね確保できていると考えられるため、新

たな施設の整備はしない方針です。 

 

【目標値】 生活支援ハウス目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

生活支援ハウス入所者数（年

度末）（人） 
17 18 18 18 18 18 

※令和5年度実績は見込み 
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4 有料老人ホーム 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

・有料老人ホームは、食事等のサービスの付いた高齢者向けの居住施設で、介護が必要と

なった場合でも、訪問介護など外部からの介護サービスを利用しながらホームでの生活

を継続することができる「住宅型有料老人ホーム」や、介護保険の給付対象となる「特

定施設入居者生活介護」の指定を受け、施設の職員から入浴、排せつ、食事等の介護、

その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話等のサービスが受けられる「介

護付有料老人ホーム」等があります。 

事業内容（対策） 

・高齢者単身世帯や高齢者のみの世帯が増加していく中、積極的な事業者の参入に伴い、

引き続きサービスの増加が予測されます。過剰な介護サービスや質の低い生活支援サー

ビスが提供されることのないよう、また感染症や災害発生時に備え、施設の感染予防対

策や防災体制が強化されるよう、事業者に対し、適切な指導・監督を行います。 

 

【目標値】 有料老人ホーム目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

有料老人ホーム入居定

員（施設数） 

2,807 

（86） 

2,890 

（87） 

2,936 

(88) 
－ － － 

※令和5年度実績は見込み 

 

5 サービス付き高齢者向け住宅 担当課 
住宅課・高齢者福祉

課 

事業の目的・概要 

・ 「サービス付き高齢者向け住宅」登録制度は、高齢者が安心して入居できる民間賃貸住

宅の供給を目的として平成23年度に創設され、建物内がバリアフリーであるほか、ケ

アの専門家が少なくとも日中建物に常駐し、安否確認・生活相談サービスの提供を行う

こととされています。 

・食事の提供など有料老人ホームの定義に該当する事業を行うサービス付き高齢者向け住

宅は有料老人ホームに該当することになります。 

事業内容（対策） 

・高齢者単身世帯や高齢者のみ世帯が増加していく中、事業者の参入に伴い、引き続き施

設やサービスの増加が予測されます。施設の適正な管理を図り、過剰な介護サービスや

質の低い生活支援サービスが提供されることのないよう、また感染症や災害発生時に備

え、施設の感染予防対策や防災体制が強化されるよう、事業者に対し、適切な指導・監

督を行います。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

サービス付き高齢者向け住宅

施設数（戸数） 

66 

(2147) 

66 

(2123) 

67 

(2,153) 
－ － － 

※令和5年度実績は見込み 

 

6 シルバーハウジング 担当課 住宅課 

事業の目的・概要 

・高齢者が地域社会の中で自立して安全で快適な生活が営めるよう、緊急時の対応等を行

う生活援助員（ライフサポートアドバイザー）を配置した高齢者対応仕様の市営住宅を整

備するものです。 

事業内容（対策） 

・今後の市営住宅の建て替え再整備を行う中で、エレベーターの設置、段差の解消、手す

りの設置や車いすに対応した廊下幅など、ユニバーサルデザインの視点を持って整備を

進めていき、高齢者に対応した住宅の整備を行います。 

・また、福祉施設や生活利便施設の併設も検討することで、高齢者はもとより、地域の 

からも喜ばれる安全で優しい住宅の整備に努めます。 

 

【目標値】 シルバーハウジング目標値 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

シルバーハウジング住戸数

（戸） 
68 68 68 68 68 68 

※令和5年度実績は見込み 
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7 新たな住宅セーフティネット制度 担当課 住宅課 

事業の目的・概要 

・高齢者、障害者、子育て世帯等、住宅の確保に配慮が必要な方は今後も増加する見込み

ですが、一方で、民間の空き家・空き室は増加していることから、それらを活用して住

宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の供給を促進することを目的としています。 

事業内容（対策） 

・民間賃貸住宅の居住促進のため、特定非営利法人おかやまUFEと岡山県宅地建物取引業

協会と岡山市社会福祉協議会と連携して月に１度「住まいと暮らしの無料相談会」を実

施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-140-



（2） 安心・快適な住環境づくり 

１ すこやか住宅リフォーム助成事業 担当課 福祉援護課 

事業の目的・概要 

・身体機能が低下した高齢者や重度身体障害者が、自宅において暮らしやすい生活ができ

るよう住宅改修費の一部を助成することによって、自立を支援し、介護者の負担軽減を図

ることを目的としています。 

事業内容（対策） 

  身体機能が低下した高齢者や重度身体障害者が、自宅において暮らしやすい生活

ができるよう住宅を改修する場合に、その費用の一部を助成します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

助成件数（件） 73 73 90 100 100 100 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 シルバーハウジング生活援助員派遣事業 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

シルバーハウジングに生活援助員を派遣し、入居者が自立して安全かつ快適な在宅生活

を営むことができるよう支援します。 

事業内容（対策） 

  生活援助員を２名配置し、生活指導や相談、定期的な安否確認、一時的な家事援助、

緊急時の対応等の日常生活に必要な援助を行い、入居者が安心して暮らせる住まいと

してのサービスを提供していきます。 
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施策分野８ 最適な介護サービスの提供 

 

現 状・課 題 

    岡山市の65歳以上の被保険者は、平成12年に介護保険制度が始まって以来、令和

３年には約1.8倍に増加し、要介護（要支援）認定者は約2.7倍に増加しています。

それに伴い、介護給付費も約3.2倍に増加しており、今後も増加が見込まれます。 

    要介護認定率は、平成27年以降は約21％で横ばいが続いていますが、団塊の世代

が75 歳以上となる令和7（2025）年には、約23％となる見通しです。 

    全国における看護・介護を理由とする離職者数は約9.3万人（2021年厚生労働省

「雇用動向調査」）に達しており、国は介護離職ゼロに向けた総合的な取組を進めて

います。 

    岡山市の在宅系サービス、施設・居住系サービスともに、人口あたりの事業所数は

政令指定都市の中でも高い整備率となっており、他都市に比べ利用者が介護サービ

スを選択しやすい環境にあると言えます。今後さらに見込まれる介護給付費の増加

や介護保険制度を取り巻く状況が厳しさを増す中、豊富な介護資源をいかしながら、

サービス水準と保険料のバランスを確保していくことが求められています。 

    岡山市高齢者実態把握調査によると、中・重度者の介護者が不安に感じる介護内容

は、「認知症状への対応」、「日中、夜間の排泄」、「入浴・洗身」となっています。ま

た、在宅生活の維持が難しくなっている人に対する生活の改善に必要なサービスに

ついて、「より適切な住まい・施設等に変更」、「在宅サービスの改善で生活の維持が

可能」の順となっています。 

    岡山市の特別養護老人ホームの入所待機者は、これまで施設整備を計画的に進めて

きたことや、平成27年に特別養護老人ホームの入所基準が変更されたことに伴い、

おおむね減少傾向にあります。 

    岡山県の特別養護老人ホーム待機状況調査では、岡山市の待機者の約4割が自宅で

待機する「在宅者」となっています。また、待機者の現在入居中の施設等としては、

介護老人保健施設、医療機関、グループホームの順となっています。 

    特別養護老人ホーム等の高齢者施設では、新型コロナウイルス感染症等の感染症が

発生した際、利用者・従業員共に集団感染に拡大する恐れがあり、高齢者は重症化

リスクも高いため、十分な感染防止対策が必要とされています。また、災害発生時

には、自力での避難が困難な人も多いため、避難計画の作成や災害に備えた施設の

整備等が必要とされています。 
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方向性 

〇  団塊の世代が75歳以上となる令和7（2025）年、団塊ジュニア世代が65歳以上と

なる令和22（2040）年を見据え、施設系サービスだけでなく、在宅系・居住系サ

ービスを充実させることにより、中・重度の要介護者であっても、安心して自宅等

で最期まで生活できるよう、本人や家族の希望や状態・状況に応じて、多様なサー

ビスが選択できるバランスのとれたサービス提供体制を構築していきます。 

〇  併せて、在宅、施設を問わず、高まる医療的ケア・医療処置のニーズに対して、適

切なサービスにつなげられるよう、医療・介護連携体制をさらに充実させていきま

す。 

〇  施設系及び在宅系・居住系サービス量の確保に向けては、介護離職の防止、介護者

の負担軽減の視点を持ち、第９次岡山県保健医療計画との整合性を図っていきます。 

 

（１）在宅系サービスの適正な提供 

    在宅系サービスは、全般的に他の政令指定都市と比較しても事業者数は多くなって

いますが、医療と介護の両方を必要とする、中・重度の要介護者の増加にも備え、

国・県補助金の活用等により、看護小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護などの計画的な整備を行い、在宅生活の継続に資するサービスの充

実を促進します。 

 

【主な在宅系と施設系のサービス事業所数・政令指定都市比較 岡山市の順位】 

（高齢者（第1 号被保険者）人口1 万人あたり） 

出典：高齢者1 万人あたりのサービス事業者比較政令市調査結果（R４.3 末時点） 
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    リハビリテーション分野の充実強化等により、状態改善・重度化防止に努めます。 

    利用者の「状態像」を維持・改善する事業者への評価・インセンティブの付与を通

じて、介護サービスの質のさらなる向上を進めます。 

    感染症予防、感染症対策研修等の周知啓発の指導や、避難訓練の実施状況、防災計

画の確認等を定期的に行い、指導の強化を行います。 

 

（２）施設・居住系サービスの適正な提供 

    様々な状況により在宅生活が困難となった人に必要なサービスが提供できるよう、

政令指定都市の中でも比較的高い整備率である現状も踏まえながら、将来的な高齢

者の人口動態、待機者や認知症高齢者の状況、介護離職の防止や介護負担の軽減の

観点、地域におけるサービスの偏在性等を総合的に検証し、適正な施設整備を進め

ます。 

    地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、地域の介護・福祉の拠点としての

位置付け及び第8期での応募の状況等も考慮し、1 施設（29 床）の整備を行います。 

    認知症対応型共同生活介護は、今後も認知症高齢者数の増加が予想されることから、

事業所の質を担保しつつ、引き続き適正な施設整備を進め、2 施設（36 床）の整備

を行います。 

    感染症予防、感染症対策研修等の周知啓発の指導や、避難訓練の実施状況、防災計

画の確認等を定期的に行い、指導の強化を行います。また、老朽化した施設に対し

ては、国・県補助金等も活用して、災害に対して強固な場所への建て替え等を推進

します。 
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【施策分野8の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）在宅系サービスの適正な提供 

④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

⑨短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

⑬認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

⑥通所介護 

⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

⑧短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

⑩定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

⑪夜間対応型訪問介護 

⑫地域密着型通所介護 

①訪問介護 

②訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

⑯新しい複合型サービス 

⑰福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

③訪問看護・介護予防訪問看護 

⑭小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

⑮看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

⑱特定福祉用具購入・特定介護予防福祉用具購入 

⑲住宅改修・介護予防住宅改修 

⑳居宅介護支援・介護予防支援 
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①介護老人福祉施設 

④特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

②介護老人保健施設 

⑤認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

③介護医療院 

⑦地域密着型特定施設入所者生活介護 

（2）施設・居住系サービスの適正な提供 
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主な事業 

（1） 在宅系サービスの適正な提供 

１ 訪問介護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者の居宅において、訪問介護員が入浴、排せつ、食事等の介助や掃除、洗濯等の生

活援助を行います。 

【第８期計画における状況】 

・利用者のうち、約６割は要介護２以下となっており、事業所数は増加傾向です。 

・訪問回数が多くなる要介護３以上の利用者数も増加し、利用回数も増加しています。 

事業内容（対策） 

  高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生活の

維持に重要なサービスであり、適切なサービス利用の提供を進めます。 

  訪問介護事業所の介護サービスの質を評価し、積極的に利用者の状態像の維持・

改善に取り組む事業所に対し、インセンティブを与える事業を進めています。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（回／月） 118,253 124,702 127,193 130,423 133,403 136,824 

※令和5年度実績は見込み 

 

2 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介助を行います。 

【第８期計画における状況】 

・利用者のうち、約８割は要介護４以上であり、事業所数は増加傾向です。 

・利用回数の多い要介護３の利用者数も増加しており、利用回数も増加傾向です。 

事業内容（対策） 

  高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生活の

維持に重要なサービスであり、適切なサービス利用の提供を進めます。  
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（回／月） 913 881 954 1,005 1,053 1,091 

※ 介護予防訪問入浴介護の利用回数が少数であり、訪問入浴介護の利用回数と併せて記載しています。 

※令和5年度実績は見込み 

 

3 訪問看護・介護予防訪問看護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

疾病又は負傷により居宅において継続して療養を必要とする利用者に対し、主治医の指

示に基づき、看護師等が療養上の世話又は診療の補助を行います。  

サービス提供をすることができるのは、病院・診療所等の医療機関もしくは訪問看護ス

テーションのいずれかです。 

【第８期計画における状況】 

・事業所数は増加傾向です。 

・利用者の約４割は、要介護１、２であり、サービス全体の利用者数は増加していま

す。また、利用回数もすべての介護度で増加しています。 

・終末期の看取りまで行う事業所が増えており、医療ニーズの高い利用者が在宅生活を

送るためには欠かすことのできないサービスです。 

事業内容（対策） 

  高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生活の

維持に重要なサービスであり、適切なサービス利用の提供を進めます。 

  医療と介護のサービス利用の際、切れ目ない利用が行えるよう、引き続き医療介

護連携の充実を図ります。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（介護予防訪問看

護）（回／月） 
3,811 4,113 4,433 4,716 4,865 4,952 

利用回数（訪問看護）（回／

月） 
30,945 33,928 36,931 39,922 42,092 43,773 

※令和5年度実績は見込み 
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4 
訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテ

ーション 
担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

通院が困難な利用者に対し、利用者の居宅において、理学療法、作業療法その他必要な

リハビリテーションを行うことにより、心身機能の維持回復を図り、在宅での自立した生

活を支えるサービスです。  

病院、診療所は別途事業所指定の申請をしなくても、医療みなし事業所としてサービス

提供することが可能です。 

【第８期計画における状況】 

 ・事業所数に大きな変動はありません。 

・利用者の約４割は、要介護１、２であり、サービス全体の利用人数は減少していま

す。また、利用回数も減少しています。 

事業内容（対策） 

  医療的ニーズの高まりや高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予

測されるため、適時適切にリハビリテーションを利用できるよう、適切なサービ

ス利用の提供を進めます。 

【リハビリテーション指標の分析（認定者１万人あたり）】  

  利用率は、全国平均より低くなっています。  

  利用率と同様に、リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上の算定者数や短期

集中リハビリテーション実施加算算定者数も全国平均より低くなっています。 

  一方、通所リハビリテーションにおける複数の指標で全国平均を大きく上回って

おり、通所リハビリテーションによる支援が行き渡ったうえで、通所できない人

を訪問リハビリテーションで支える体制になっています。 

 

リハビリテーション指標（認定者１万人あたり） 全国 岡山市 

利用率（％） 2.0％ 1.4％ 

リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上の算定者数（人） 15.2人 12.7人 

短期集中リハビリテーション実施加算算定者数（人） ８．４人 6.7人 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和５年度） 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（介護予防訪問リハ

ビリテーション）（回／月） 
920 835 817 856 879 908 

利用回数（訪問リハビリテー

ション）（回／月） 
6,554 6,322 6,172 6,144 6,313 6,423 

※令和5年度実績は見込み 
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5 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者の居宅において、医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士及び歯科衛生士等が、そ

の心身の状況、置かれている環境を把握し、療養上の管理及び指導を行います。  

サービス提供をすることができるのは、病院、診療所、薬局で、事業所指定の申請をし

なくても、医療みなし事業所としてサービス提供が可能です。 

【第８期計画における状況】 

・利用者のうち、要介護３が最も多く、サービス全体の利用者数は増加しています。 

事業内容（対策） 

  医療と介護の両方のサービスを必要とする高齢者の増加に伴い、サービス利用の

増加が予測されるため、適切なサービス利用の提供を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防居宅療養

管理指導）（人／月） 
321 327 339 359 372 379 

利用人数（居宅療養管理指

導）（人／月） 
5,662 5,932 6,022 6,209 6,421 6,592 

※令和5年度実績は見込み 
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6 通所介護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

入浴、排せつ、食事等の介護、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを

日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向上と、利用者の家族負担の軽減

を図ります。 

【第８期計画における状況】 

 ・高齢者人口１万人あたりの事業所整備状況は、政令指定都市２０都市中第２位となっ

ています。 

・利用者数の約４割が要介護１であり、サービス全体の利用者数は増加しています。 

・利用回数も増加しています。 

事業内容（対策） 

  通所介護事業所の介護サービスの質を評価し、積極的に利用者の状態像の維持・

改善に取り組む事業所に対し、インセンティブを与える事業を進めます。  

  今後もサービス利用の増加が見込まれ、また、自立支援の取組や認知症ケアの充

実など、引き続き質の高いサービスが提供できるように周知・指導等を進めま

す。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（回／月） 74,961 75,385 78,738 81,019 83,344 85,895 

※令和5年度実績は見込み 
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7 
通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテ

ーション 
担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

介護老人保健施設や病院等に通い、リハビリテーションを行うことで、心身機能の維持

回復を図り、在宅での自立支援を支えるサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの事業所整備状況は、政令指定都市２０都市中第２位で、事

業所数は少しずつ増加しています。 

・利用者のうち、要介護１が最も多く、続いて要介護２、要支援２となっています。 

・サービス全体の利用者数は、減少しています。 

事業内容（対策） 

  医療的ニーズの高まりや高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予

測されるため、適時適切にリハビリテーションを利用できるよう、適切なサービ

ス利用の提供を進めます。 

【リハビリテーション指標の分析（認定者１万人あたり）】  

  利用率は、全国平均より高くなっています。 

  利用率と同様に、リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上の算定者数は、全

国平均を大きく上回っています。 

  短時間利用を行う利用者も多く、新たな利用者がサービスを利用しやすい環境と

なっており、通所リハビリテーションによる支援が行き渡ったうえで、通所でき

ない人を訪問リハビリテーションで支える体制になっています。 

 

リハビリテーション指標（認定者１万人あたり） 全国 岡山市 

利用率（％） 8.5％ 10.8％ 

リハビリテーションマネジメント加算Ⅱ以上の算定者数（人） 146.1人 274.4人 

短期集中リハビリテーション実施加算算定者数（人） 32.4人 30.7人 

短時間（１時間以上２時間未満）の算定者数（人） 66.5人 84.7人 

出典：地域包括ケア「見える化」システム（令和５年度） 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防通所リハ

ビリテーション）（人／月） 
1,549 1,531 1,512 1,510 1,512 1,532 

利用人数（通所リハビリテー

ション）（人／月） 
2,946 2,915 2,927 2,984 3,036 3,080 

※令和5年度実績は見込み 
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8 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者が老人短期入所施設等に短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、食事等

の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。 

【第８期計画における状況】 

 ・高齢者人口１万人あたりの事業所整備状況は、政令指定都市２０都市中第３位で    

事業所数は微増です。 

・利用者のうち要介護３が最も多く、サービス全体の利用者数は増加しています。 

事業内容（対策） 

  一時的に居宅において日常生活を営むことに支障が生じた要介護（要支援）認定

者が対象になり、利用者の気分転換や、家族等の介護者の負担軽減に効果がある

ことから、一定程度のサービス利用量が必要であると見込まれることから、適切

なサービス利用の提供を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用日数（介護予防短期入所

生活介護）（日／月） 
223 201 205 225 188 195 

利用日数（短期入所生活介

護）（日／月） 
20,462 20,624 20,743 21,511 22,930 23,615 

※令和5年度実績は見込み 
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9 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者が介護老人保健施設、介護医療院等に短期間入所し、当該施設において看護、医学的

管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うサービス

です。 

【第８期計画における状況】 

・事業所数は横ばいです。 

・サービス全体の利用者数は、増加傾向です。 

事業内容（対策） 

  短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護と同様に、家族等の介護者の負担

軽減に効果があるため、一定程度のサービス利用量が必要であると見込まれるこ

とから、適切なサービス利用の提供を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用日数（介護予防短期入所

療養介護）（日／月） 
22 15 8 8 8 8 

利用日数（短期入所療養介

護）（日／月） 
1,178 1,092 1,301 1,417 1,474 1,523 

※令和5年度実績は見込み 

 

10 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

日中・夜間を通じて、定期的な訪問と随時の通報により訪問介護員が居宅を訪問し、入

浴、排せつ、食事などの介助や、日常生活上の緊急時の対応を提供するサービスです。  

高齢者が中・重度の要介護状態になっても安心して在宅生活を続けることが可能です。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの整備率は政令指定都市２０都市中第３位で、事業所数は増

加傾向です。 

・利用者のうち要介護２が最も多く、続いて要介護３、要介護５となっています。 

・サービス全体の利用者数は、増加傾向です。 

事業内容（対策） 

  今後、医療的ニーズの高まりや重度の要介護者や高齢者のみの世帯等が増加して

いくこと、地域包括ケアシステムの中核的な役割を担うサービスであることを踏

まえ、引き続き補助金を活用して普及拡大をめざします。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（人／月） 223 213 230 250 270 290 

※令和5年度実績は見込み 

11 夜間対応型訪問介護 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

夜間、定期的な巡回訪問等により、利用者の居宅において、入浴、排せつ、食事等の介

護その他の日常生活上の世話を行います。 

事業内容（対策） 

  現在、指定を受けている事業所はなく、サービス利用量は０です。 

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を進める方針であり、需要を満たすこ

とができると考えられるため、サービス利用量の見込は０とします。 

 

12 地域密着型通所介護 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

定員１８名以下の小規模な通所介護事業所で、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の

必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスです。可能な限

り住み慣れた自宅または地域で生活を継続できるように、利用者の心身機能の維持向上

と、利用者の家族等の介護者の負担軽減を図ります。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたり事業所整備状況は、政令指定都市２０都市中第５位です。 

・利用者の約４割は要介護１であり、サービス全体の利用者数は増加傾向です。 

・利用回数は、増加しています。 

事業内容（対策） 

  通所介護事業所の介護サービスの質を評価し、積極的に利用者の状態像の維持・

改善に取り組む事業所に対し、インセンティブを与える事業を進めます。  

  今後も自立支援の取組や認知症ケアの充実など引き続き質の高い介護サービスが

提供できるように周知・指導等を進めます。 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（回／月） 24,873 25,043 25,603 25,837 26,291 26,623 

※令和5年度実績は見込み 
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13 
認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通

所介護 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

対象者を認知症の人に限定し、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の必要な日常生活

上の支援や生活機能訓練などを日帰りで提供するサービスで、利用者の心身機能の維持向

上と、利用者の家族負担の軽減を図ります。 

【第８期計画における状況】 

 ・事業所数は市内に１９事業所あり、横ばいです。 

・利用者の約６割が要介護１、２であり、サービス全体の利用者数は減少しています。 

・利用回数は、減少傾向です。 

事業内容（対策） 

  認知症の人を対象に専門的なサービスを提供する事業所であり、認知症高齢者の

増加に伴い、サービス利用は増加が見込まれます。引き続き認知症の特性に対応

したサービスが提供できるように周知・指導等を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用回数（介護予防認知症対

応型通所介護）（回／月） 
42 38 29 29 29 29 

利用回数（認知症対応型通所

介護）（回／月） 
2,427 2,347 2,419 2,489 2,612 2,686 

※令和5年度実績は見込み 
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14 
小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能

型居宅介護 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

高齢者や家族の状態に合わせて、「通い」を中心に、「泊まり」や「訪問」を、柔軟に組

み合わせた、高齢者が中・重度の要介護状態になっても安心して在宅生活を続けるために

必要なサービスです。  

それぞれのサービスを、２４時間３６５日の切れ目がない関わりの中で、高齢者本人や

家族をよく理解し、バランスよく提供する必要があります。 

【第８期計画における状況】 

 ・高齢者人口１万人あたりの事業所整備状況は、政令指定都市２０都市中第１位で、市

内には７４事業所あります。 

・令和４年度末までに、３６中学校区中３５中学校区で整備されており、給付費につい

ては、平成２５年度から増加しています。 

・利用者のうち要介護１が最も多く、続いて要介護２、要介護３となっています。 

要介護２を除き、全ての介護度で利用者数が増加しています。 

事業内容（対策） 

  今後、サービス利用量の増加が見込まれます。利用者の在宅生活の限界点を高

め、外出の機会、利用者の意向を踏まえた社会生活の継続と家族等の交流等の機

会を確保するサービスを提供できるよう、周知、指導等を進めていきます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防小規模多

機能型居宅介護）（人／月） 
151 137 138 142 145 147 

利用人数（小規模多機能型居

宅介護）（人／月） 
1,341 1,348 1,322 1,360 1,366 1,372 

※令和5年度実績は見込み 
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15 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

小規模多機能型居宅介護サービスと訪問看護の複数サービスを組み合わせ、看護と介護

サービスの一体的な提供により地域で暮らし続けることができるよう、医療ニーズの高い

要介護者を支援することを目的とするサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・第６期で北区に1 事業所、第７期で南区に２事業所、中区に１事業所を指定してお

り、医療ニーズの高い方が利用しています。 

・利用者の約４割が要介護４以上であり、サービス全体の利用者数は増加傾向です。 

事業内容（対策） 

  医療と介護の両方のサービスを必要とする高齢者の増加に伴い、サービス利用の

増加が予測されるため、引き続き補助金を活用して事業所数の増加をめざしま

す。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（人／月） 66 85 84 99 114 129 

※令和5年度実績は見込み 

 

16 新しい複合型サービス 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

地域ごとの介護ニーズの変化等を踏まえ、居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対

応できるよう、複数サービス（訪問と通所系サービスなど）を組み合わせ、切れ目のない

ケアを受けることができる新しいサービスです。 

事業内容（対策） 

  このサービスは、第９期計画期間から実施される新たな地域密着型サービスであり、

令和６年度以降の利用者ニーズ等を踏まえ、整備検討を進めます。 
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17 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者が居宅において自立した生活を営むことができるよう、日常生活の便宜を図るた

めの用具及び機能訓練のための用具を借りることができるサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・利用者のうち要介護２が最も多く、サービス全体の利用者数は増加しています。 

事業内容（対策） 

  高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生活の

維持に必要なサービスであり、適切なサービス利用の提供を進めます。 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防福祉用具

貸与）（人／月） 
3,610 3,642 3,650 3,727 3,803 3,868 

利用人数（福祉用具貸与）

（人／月） 
11,422 11,751 11,939 12,323 12,695 13,092 

※令和5年度実績は見込み 

18 特定福祉用具購入・特定介護予防福祉用具購入 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

居宅において自立した生活を営むことができるように、福祉用具のうち入浴または排せ

つに使用するもの等を購入した場合に、一定の限度額内で要した費用を支給するサービス

です。 

【第８期計画における状況】 

・利用者の約４割が要介護１、２であり、サービス全体の利用者数は増加傾向です。 

事業内容（対策） 

  高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生活の

維持に必要なサービスであり、より利用しやすくなるよう受領委任払いによる申

請を導入する等、適切なサービス利用の提供を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（特定介護予防福祉

用具購入） 
71 68 69 70 71 73 

利用人数（特定福祉用具購

入） 
190 193 197 201 205 208 

※令和5年度実績は見込み 
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19 住宅改修・介護予防住宅改修 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

居宅において自立した日常生活を営むことができるように、手すりの取り付けや段差解

消など要件を満たす住宅の改修を行った場合に、一定の限度額内で要した費用を支給する

サービスです。 

【第８期計画における状況】 

・利用者の約４割が要支援１、要支援２であり、軽度の要介護者の利用が多く、サービ

ス全体の利用者数は横ばいです。 

事業内容（対策） 

  住み慣れた居宅において安心した在宅生活を支えるために有効なサービスであ

り、高齢者数の増加に伴い、さらにサービス利用の増加が予測されます。在宅生

活の維持に必要なサービスをより利用しやすくなるよう受領委任払いによる申請

を導入する等、適切なサービス利用の提供を進めます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防住宅改

修） 
81 82 84 85 86 88 

利用人数（住宅改修） 140 134 137 139 142 144 

※令和5年度実績は見込み 

 

20 居宅介護支援・介護予防支援 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

利用者が居宅サービス等の適切な利用等をすることができるよう、その心身の状況等を

勘案し、居宅サービス計画の作成等を行います。 

【第８期計画における状況】 

・事業所数は微増です。 

・利用者の約５割が要介護１、２であり、サービス全体の利用者数は増加しています。 

事業内容（対策） 

  高齢者数増加に伴う利用者の増加から必要なサービス量が増加していく見込みで

あり、ケアマネジメント力の向上をめざします。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防支援）

（人／月） 
4,768 4,806 4,794 4,859 4,923 4,976 

利用人数（居宅介護支援）

（人／月） 
15,698 16,070 16,178 16,522 16,862 17,190 

※令和5年度実績は見込み 
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（2） 施設・居住系サービスの適正な提供 

１ 介護老人福祉施設 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

入所定員が３０床以上の特別養護老人ホームであり、寝たきりや認知症などにより、日

常生活の中で常に介護を必要とする高齢者が、入浴、排せつ、食事、機能訓練、健康管理

等の必要な介護を受けながら生活する施設です。 

【第８期計画における状況】 

・市内に３６施設２，３４８床（令和５年４月１日現在）を整備済です。 

・平成２７年度から入所要件が原則要介護３以上となったことや、増床や地域密着型介

護老人福祉施設の新設を計画的に進めたことから、待機者はおおむね減少傾向にあり

ます。 

事業内容（対策） 

  本計画期間は整備しない方針です。 

  老朽化した介護老人福祉施設に対する改築の市独自補助金及び国・県補助金等も

活用して、防災・感染症対策等を推進します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年度 令和4年度 令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（人/月） 2,398 2,413 2,429 2,429 2,429 2,429 

施設数（床数） 
36 

（2,348） 

36 

（2,348） 

36 

(2,348) 

36 

(2,348) 

36 

(2,348) 

36 

(2,348) 

※令和5年度実績は見込み 
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2 介護老人保健施設 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための

支援が必要である者に対し、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を行うサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの整備率は、政令指定都市２０都市中第５位となっていま

す。  

・第８期期間中の利用率は、約７９％となっています。 

 

事業内容（対策） 

  本計画期間は新設の整備をしない方針です。 

  今後は各施設における適正なサービス提供を行うことにより、在宅復帰を支援す

る施設として、その機能を十分果たすことができるよう、引き続き指導等を行い

ます。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護老人保健施

設）（人／月） 
1,879 1,842 1,825 1,825 1,825 1,825 

施設数（床数） 
25 

(2,242) 

25 

(2,242) 

25 

(2,242) 

25 

(2,242) 

25 

(2,242) 

25 

(2,242) 

※令和5年度実績は見込み 

 

３ 介護医療院 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

長期にわたり療養が必要である者に対し、療養上の管理、看護、医学的管理の下におけ

る介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの整備率は、政令指定都市２０都市中第６位となっていま

す。  

・第８期期間中の利用率は、約８８％となっています。 

事業内容（対策） 

  第８期中までに介護療養型医療施設等から転換が行われ、利用率からも需要を十

分に満たしていると考えられるため、本計画期間は整備しない方針です。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護医療院）（人

／月） 
107 106 108 114 114 114 

施設数（床数） 4（106） 4（106） 5(121) 5(121) 5(121) 5(121) 

※令和5年度実績は見込み 

 

４ 
特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居

者生活介護 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

介護保険の指定を受けた有料老人ホーム等に入居している人が、日常生活上の介護や支

援を受けるサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの整備率は、政令指定都市２０都市中第３位となっていま

す。  

・第８期期間中の利用率は、約７６％となっています。 

事業内容（対策） 

  現在までに施設整備が進んでおり、利用率からも十分に需要を満たしていると考

えられるため、本計画期間は整備しない方針です。なお、養護老人ホームが特定

施設入居者生活介護に係る指定を受ける場合は、施設数（床数）整備目標値に含

みません。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防特定施設

入居者生活介護）（人／月） 
180 175 168 161 159 160 

利用人数（特定施設入居者生

活介護）（人／月） 
1,473 1,451 1,442 1,450 1,454 1,454 

施設数（床数） 
48 

(2,112) 

48 

(2,112) 

48 

(2,112) 

48 

(2,112) 

48 

(2,112) 

48 

(2,112) 

※令和5年度実績は見込み 
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５ 
認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応

型共同生活介護 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

認知症の高齢者に対し、共同生活を営むべき住居において入浴、排せつ、食事等の介護

その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口１万人あたりの整備率は、政令指定都市２０都市中第１位となっていま

す。  

・利用者のうち要介護３が最も多く、サービス全体の利用者数は増加しています。 

・第８期期間中の利用率は、約９４％となっています。 

事業内容（対策） 

  全国的に見ても高い整備率となっていますが、今後も見込まれる認知症高齢者の

増加や、認知症ケアの専門性などを踏まえ、サービスの質を担保しつつ２施設 

３６床の整備を行います。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年度 令和4年度 令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（介護予防認知症

対応型共同生活介護）（人／

月） 

3 5 8 9 9 9 

利用人数（認知症対応型共

同生活介護）（人／月） 
1,665 1,665 1,663 1,685 1,693 1,703 

施設数（床数）（介護予防認

知症対応型共同生活介護） 

115 

（1,732） 

115 

（1,732） 

116 

(1,750) 

117 

(1,768) 

117 

(1,768) 

119 

(1,804) 

施設数（床数）（認知症対応

型共同生活介護） 

116 

（1,741） 

116 

（1,741） 

117 

(1,759) 

118 

(1,777) 

118 

(1,777) 

120 

(1,813) 

※令和5年度実績は見込み 
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６ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 担当課 高齢者福祉課 

事業の目的・概要 

入所定員が２９床以下の特別養護老人ホームであり、寝たきりや認知症等により、日常生活の

中で常に介護を必要とする高齢者が、入浴、排せつ、食事、機能訓練、健康管理等の必要な介護

を受けながら生活するサービスで、１０人以下の少人数グループを一つの生活単位（ユニット）と

して区分けされ、ユニット専用の共同スペースと専任職員が配置されているため、比較的家庭的な

雰囲気の中で、生活できます。 

【第８期計画における状況】 

・高齢者人口1万人あたりで、政令指定都市20都市中第1位となっており、令和5年4月1日現

在、市内に３３施設、９５７床を整備しています。 

・平成27年度から入所要件が原則要介護３以上となったことや、介護老人福祉施設の増床

及び地域密着型介護老人福祉施設の新設を計画的に進めたことから、待機者はおおむね減

少傾向にあります。 

・地域密着型介護老人福祉施設は、日常生活圏域（中学校区）での整備を進め、未整備の中

学校区で１施設（２９床）を整備中です。 

・介護人材不足、入所者ニーズの減少や建築費の高騰により、事業者は新規の施設建設に慎

重となっています。 

事業内容（対策） 

  地域密着型介護老人福祉施設は、地域の介護・福祉の拠点としての位置付け、第８期での

応募の状況及び介護人材不足を勘案し、１施設２９床の整備を行います。 

  国・県補助金等も活用して、防災・感染症対策を推進します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

利用人数（人/月） 899 918 934 953 972 992 

施設数（床数） 
32 

(928) 

33 

(957) 

33 

(957) 

34 

(986) 

34 

(986) 

35 

(1,015) 

※令和5年度実績は見込み 
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7 地域密着型特定施設入所者生活介護 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

定員が２９人以下で、介護事業者としての指定基準に合致し、その指定を受けた有料老

人ホーム等の施設であり、利用者に入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世

話、機能訓練及び療養上の世話を行うサービスです。 

事業内容（対策） 

  現在岡山市にはサービス提供事業者はありません。 

  特定施設については、広域型の施設整備が進み、十分に需要を満たしていると考えら

れるため、本計画期間は整備しない方針です。 
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施策分野９ 介護サービスの適切な運営 

 

現 状・課 題 

    岡山市では、平成30年に後期高齢者数が前期高齢者数を上回り、さらに令和7

（2025）年には団塊の世代がすべて後期高齢者となり、介護需要の大幅な増加が見

込まれます。一方、介護の担い手となる若年人口は減少し続けており、介護人材不

足への対応が喫緊の課題となっています。 

    今後も増加が見込まれる介護ニーズに対し、限られた資源を効率的・効果的に活用

するために、保険者としてより積極的な取組が求められています。 

    岡山市高齢者実態把握調査では、令和元年度調査結果に比べ、人材を確保できてい

ると回答した事業所の割合が増加した一方で、求職者が少ないなど採用が困難なこ

とから、４割を超える事業所が人材不足であると回答しています。 

    新規雇用に向けて事業所が検討している主な方策としては、元気な高齢者の雇用、

資格取得の支援、介護実習生や外国人職員を雇用する等と回答した事業所の割合が

高くなっています。 

    一方で、外国人労働者を雇用している事業所は1 割未満であり、利用者との意思疎

通や介護記録の作成など、言葉や生活習慣の違い等に対する不安の解消等が、外国

人労働者活用の主な課題となっています。 

    また、職員の離職状況をみると、採用後3年以内に離職した職員の割合が６割を超

えていることから、定着促進に向けた取組も一層重要となっています。 

    高齢者の自立支援や介護職員の業務負担軽減等の効果が期待される介護ロボット、

AI・ICT等について、同調査によると、すでに導入している介護事業者が約１割に留

まっており、その理由として、「需要がない」が約半数を占めています。導入済み、

導入予定のものは、事務処理系ソフト、介護者の見守り支援システム、介護者の身

体的負担軽減機器が多くなっています。 

    介護人材分野では、増大するサービス需要に対応できる介護職員数を確保するため

の幅広い施策展開や、テクノロジー（介護ロボット、AI・ICT）の活用、認知症対策、

ADL 維持向上、外部専門人材との連携等の多様なニーズに対応できる人材の獲得・

育成が求められています。また、サービスを必要としている人に過不足のないサー

ビスが提供されるよう、介護事業所、利用者やその家族に改めて「自立支援・重度

化防止」に資する適切なサービス利用の重要性を認識してもらうことも必要です。 
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出典：岡山市高齢者実態把握調査 

 

方向性 

〇  介護保険を取り巻く環境が一層厳しさを増していく中、今後も介護や支援を必要と

する高齢者が、適時・適切なサービスを安心して選択できるように介護保険制度を

安定的に運営していくためには、給付費の適正化等の取組を進めていくことが重要

です。 

〇  介護事業所に対して、介護人材の確保・育成・離職防止の取組や、自立支援・重度

化防止に向けた介護サービスの質の向上の取組を支援します。 

〇  併せて、サービス利用者への各種情報提供や相談体制の充実、低所得者への配慮等

を引き続き行っていきます。 

 

（１）介護人材の確保・育成・離職防止、生産性の向上 

    介護事業所の抱える課題解決のための講師派遣、介護職員の資質向上やキャリア形

成のための研修や支援事業、職員に対するハラスメント対策に取り組みます。 

    介護人材の確保・育成に向けて、将来の担い手となる学生等に介護の仕事の理解や

魅力を知ってもらう取組や、多様な人材の介護分野への参入を促す取組を行います。 

    岡山県等が実施する元気な高齢者の介護事業所への就職支援、外国人材の雇用推進、

介護現場の生産性向上などについて、県と連携を図り、効果が高まるよう市内の介

護事業所への周知等を行います。 

    業務効率化の観点からは、介護分野の文書に係る負担軽減のため、国が示す方針に

基づく個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化などを進めます。 

    テクノロジー活用の効果や、導入に向けた支援制度の情報等を適切に提供すること

により、介護現場の生産性向上に向けた支援の充実を図っていきます。 

   

 

36.1 17.7 11.5 6.2 6.9 12.2 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=3,528

1年以内 2年以内 3年以内

4年以内 5年以内 5年以上10年未満

10年以上

36.1 17.7 11.5 6.2 6.9 12.2 9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=3,528

1年以内 2年以内 3年以内

4年以内 5年以内 5年以上10年未満

10年以上

【平成３１年４月～令和４年３月に 

離職した職員の勤務年数】 

【人材確保の状況】 
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（２）介護保険サービスの質の確保と向上 

    事業者の指導は、高齢者の尊厳を支えるより良いケアをめざし、サービスの質の確

保・向上を図ることを主眼とする「運営指導」と「集団指導」を継続的に行います。

また、指定基準違反や不正請求が疑われる場合には「監査」を実施し、厳正に対応

していきます。 

    国が示している事故報告様式を活用して、報告された事故情報を適切に分析し、事

業者への指導を行います。 

    通所介護・訪問介護における利用者の状態を維持・改善する事業者への評価・イン

センティブの付与や、事業者への研修実施を通じて、介護サービスの質のさらなる

向上を進めます。 

    災害や、新型コロナウイルス感染症等の感染防止策及び感染者発生時の対応につい

ては、事業所に対応マニュアルの整備を徹底するとともに、避難訓練の実施や備蓄

品の確認を行う等、必要なサービスが継続して提供できるように支援を行っていき

ます。 

    公正・公平で適切な認定がなされるよう認定調査員、認定審査会委員、主治医等に

対して研修を実施し、令和2年度から認定調査を委託している指定市町村事務受託法

人との定期的な意見交換を行うなど、適正な要介護認定事務の運営に向けて、引き

続き連携を強化します。 

    また、Webの活用等による感染症等への対策、事務負担軽減に加え、予め指定市町

村事務受託法人等や認定審査会委員と連携し、調査員や審査会委員数を十分確保す

るなど、要介護認定事務が機能不全に陥らないような体制の構築を進めます。 

    介護給付適正化事業をさらに効率的・効果的に進め、介護サービスの質の向上を図

るとともに、利用者に対する適切なサービスの確保に努め、持続可能な介護保険制

度の構築をめざします。 

    介護サービスの利用者が安心して多様なサービスを利用できるよう、わかりやすい

情報提供や相談・苦情対応に努めるなど、情報提供・相談体制を充実させます。 

    引き続き、低所得者に対する費用負担等の配慮を行い、必要なサービスを安心して

利用できるよう取り組みます。 
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【施策分野9の施策展開の方向性と主な事業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）介護人材の確保・育成・離職防止、生産性の向上 

①介護人材の確保・育成・離職防止 

②介護現場の生産性向上や負担軽減（介護ロボット、ICT等） 

（2）介護保険サービスの質の確保と向上 

①事業者に対する指導・監査 

②公正な要介護認定 

③要介護認定研修事業 

⑤介護保険制度の普及啓発、情報提供、相談の充実 

⑧デイサービス取り組み表彰事業 

④介護給付適正化事業 

⑥介護保険料の独自減免 

⑦社会福祉法人による利用者負担軽減 
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主な事業 

（1） 介護人材の確保・育成・離職防止、生産性の向上 

１ 介護人材の確保・育成・離職防止 担当課 
事業者指導課・介護

保険課 

事業の目的・概要 

高齢者の増加に伴い、介護支援専門員や介護サービスを提供する人材の確保や定着が必

要であり、介護人材の資質向上や離職防止、新たな担い手確保に向けた支援を進めます。 

事業内容（対策） 

  介護人材確保に向けた啓発の取組として、勤続3 年未満の介護職員が介護施設・事業

所を超えた職員同士のネットワークを構築するとともに、介護職の魅力を再確認する

取組を推進することにより、新任介護人材の離職を防止し、定着を図ります。 

  懸案事例を抱えている介護事業所に専門講師を派遣し、その解決に向けて支援する

「講師派遣事業」に取り組みます。事業所への講師派遣による課題解決や離職防止支

援、職場環境の改善への働きかけなど、介護職員の資質の向上やキャリア形成に向け

た総合的支援により介護人材の育成・定着を図ります。  

  アセッサー（福祉・介護職員評価者）の資格取得を支援し、福祉・介護職員や事業所

に対する社会的評価を高め、優秀な福祉・介護人材の確保及び定着を促進していま

す。引き続き周知に努め、「アセッサー資格取得支援事業」として、国が定める介護プ

ロフェッショナルキャリア段位制度に基づき、アセッサー資格を取得するための研修

受講料を補助します。 

  新たな介護人材確保、職員の事務負担軽減に向けた選択肢として、外国人人材の雇用

を検討している事業所を対象に、基本的な手続き等を周知するセミナー事業を実施し

ます。 

  介護の仕事の魅力について、就学期を含めた幅広い世代に周知するため、関係部署及

び岡山県を含む関係機関と連携し、魅力向上に資する啓発事業を実施します。 

  その他、介護人材確保の施策について、関係機関等と協議しながら検討していきま

す。併せて、岡山県が実施している以下のような取組を引き続き周知していきます。 

【介護人材確保に向けた取組（実施主体：岡山県）】（令和５年度） 

テーマ 実施事業名 

再就職支援 
潜在的有資格者の再就業に向けた研修 

再就職準備金の貸付 

離職防止 
新任職員合同入職式の開催 

社会保険労務士による悩み相談・出張講座 
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働きやすい

職場づくり 
認証評価制度の実施「おかやま☆フクシ・カイゴ職場すまいる宣言」 

参入促進 

福祉介護の仕事出前講座（中・高校生対象） 

福祉のしごと職場体験ツアー（小・中学生対象） 

「介護の日」啓発イベント 

福祉の就職フェア岡山の開催 

介護の入門的研修 

介護福祉士修学資金等の貸付（外国人も対象） 

外国人介護留学生に対する奨学金を支給する施設への補助 

技能実習生及び特定技能外国人に対する介護技能向上のための研修 
 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令 和3年

度 

令 和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

交流事業参加者数（人） 中止 18 15 100 100 100 

講師派遣事業における延べ派

遣回数（回） 
2 4 1 20 20 20 

アセッサー資格取得支援事業

における研修受講料補助人数

（人） 

3 1 5 30 30 30 

魅力向上啓発事業実施回数

（回／年） 
- - - 3 3 3 

セミナー実施回数（回／年） 

（延べ参加者数（延べ人

数）） 

- - - 1(30) 1(30) 1(30) 

※令和5年度実績は見込み 
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2 
介護現場の生産性向上や負担軽減（介護ロボッ

ト、ICT等） 
担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

高額であり、効果や適合性が確認できない介護ロボットは、介護従事者の負担軽減や離

職防止に資すると見込まれながら、現場への導入が進んでいません。テクノロジー活用の

効果や、導入に向けた支援制度の情報等を適切に提供することにより、介護現場の生産性

向上に向けた支援を行っていきます。 

事業内容（対策） 

  先進的な介護ロボットを、介護事業者に年２回、３か月ずつ無償で貸出することで、

その効果を体験してもらい、普及推進につなげます。 

  介護現場の革新、生産性向上に資する様々な支援・施策を一括して網羅的に取り扱う

ワンストップ型の事業者への支援を可能とする「介護生産性総合相談向上センター

（仮称）」の設置を岡山県が予定しています。岡山県と連携し、生産性向上に向けた支

援を行っていきます。 
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（2）介護保険サービスの質の確保と向上 

１ 事業者に対する指導・監査 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

事業者に対する指導・監査は、高齢者の尊厳を支える、より良いケア実現のための支援

である「指導」と指定基準違反や不正が疑われる場合に介護保険法に規定された権限を行

使する「監査」があります。 

事業内容（対策） 

  「指導」については、事業所を集めて行う「集団指導」と、各事業所に赴いて個別に

行う「運営指導」があり、年間を通じて計画的に行っています。「監査」については、

違反や不正が疑われる場合に適宜行っています。 

  「集団指導」と「運営指導」を効率的に組み合わせることにより実効性の高い指導に

なるように継続的に行います。「監査」については、利用者の虐待が疑われる場合など

には、無通告で実施するなどにより、即応性の高い厳正な対応を行います。 

  国が示している事故報告様式を活用して、報告された事故情報を適切に分析し、事業

者への指導を行います。 

  感染症予防、感染症対策研修等の周知啓発の指導や、避難訓練の実施状況、防災計画

の確認等を定期的に行い、指導の強化を行います。 

 

 

2 公正な要介護認定 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

要介護（支援）認定申請者に対して行われる認定調査及び主治医による意見書を基に、

申請者の状況を的確に把握し、介護認定審査会において審査判定を行います。 

事業内容（対策） 

  岡山県が指定する指定市町村事務受託法人へ認定調査業務の一部を委託し、調査の平

準化を図っています。 

  公正な要介護認定を行うため、岡山市介護認定審査会運営協議会において方針を検討

するとともに、適正かつ円滑な介護認定審査会の運営を進めます。 

  ICT等の活用により、感染症などへの対策や事務負担軽減を図るとともに、指定市町村

事務受託法人との連携を強化するなど、要介護認定事務が機能不全に陥らないよう体

制の構築を進めます。 
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3 要介護認定研修事業 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

介護サービスを必要とする者を適切に認定するため、介護認定に係る職員、認定調査

員、介護認定審査会委員及び主治医に対し、公正な要介護認定に関する各種の研修を実施

します。 

事業内容（対策） 

  持続可能な介護保険制度の構築に向け、関係部署及び関係機関と連携し、介護認定に

係る課題等を把握するとともに、公正な要介護認定に関する必要な情報等について、

各種研修を通じて、周知します。 

（１）認定調査員研修 

   ・認定調査を行う調査員に対し、調査項目の定義・特記事項等の記載に関する研

修を実施します。 

（２）介護認定審査会委員研修 

   ・介護認定審査会委員に対し、審査判定の方法等に関する研修を実施します。 

（３）主治医研修 

   ・主治医に対し、主治医意見書の趣旨や記載方法等に関する研修を実施します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認定調査員研修（実施回数／

年） 
6 7 8 8 8 8 

介護認定審査会委員研修（実

施回数／年） 
6 14 3 5 15 5 

主治医研修（実施回数／年） 1 2 2 2 2 2 

※令和5年度実績は見込み 
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4 介護給付適正化事業 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

介護保険制度の信頼を高め、持続可能な介護保険制度を構築するために、介護給付を必

要とする者を適切に認定し、利用者が真に必要とするサービスを事業者が適切に提供する

よう、国の介護給付適正化計画に基づき、要介護認定の適正化などの主要３事業を中心と

する介護給付の適正化を行います。 

事業内容（対策） 

  国の介護給付適正化計画に基づく、以下の主要３事業を実施します。 

（１）要介護認定の適正化 

   ・要介護認定に係る調査票点検を行います。また、令和２年（2020）度より指

定市町村事務受託法人へ認定調査事務の一部を委託しており、定期的な意見交

換や情報連携を図りつつ、より質の高い認定調査を行います。 

（２）ケアプラン点検 

   ・介護支援専門員資格を有する職員が、利用者の自立支援に資する視点で介護給

付等のケアプランが作成されているかを中心に、面談等を実施し、ケアマネジ

ャーの「気づき」を促します。 

   ・実施にあたっては、国が示す点検テーマに加え、市独自の点検テーマを設定

し、ケアプラン作成に関する助言ポイントを伝わりやすく工夫するほか、点検

効果を多くの事業所にフィードバックされるよう、点検、助言内容を総括して

公表します。 

・事業所選定において、国保連合会給付適正化システムやケアプラン分析システ

ムを活用し、対象を絞り込んだ上で優先的な点検を実施します。 

（３）医療情報との突合・縦覧点検 

   ・岡山県国民健康保険団体連合会との連携による請求内容の点検を実施し、過誤

請求による給付費適正化を図っています。 

   ・実施にあたっては、国保連合会給付適正化システムにより出力される効果的な

帳票を優先的に点検します。 
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【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

認定調査票の点検割合（％／

年） 
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

ケアプラン点検実施件数（件

数／年） 

（点検事業所数（延べ）） 

161 179 180 190 190 190 

医療情報との突合・縦覧点検

数（疑義件数（過誤件数）／

年） 

7,794 

(716) 

7,682 

(692) 

7,792 

(914) 

8,000 

(950) 

8,000 

(950) 

8,000 

(950) 

※令和5年度実績は見込み 

 

5 介護保険制度の普及啓発、情報提供、相談の充実 担当課 
介護保険課・事業者

指導課 

事業の目的・概要 

関係部署及び関係機関との連携により、情報提供や相談体制を充実させ、介護保険制度

の趣旨について市民理解の醸成を図り、相談や苦情に迅速かつ適切に対応することで、サ

ービスの質の確保を図ります。 

事業内容（対策） 

  介護保険制度普及啓発のためのパンフレット「岡山市あんしん介護保険」を作成し、

市ホームページ等で情報提供を行います。また、要望に応じて地域の集まりなどに出

向き、啓発活動を行います。 

  利用者が介護サービス事業者等を適切かつ円滑に選択することができるよう、介護サ

ービスの内容や運営状況等に関する情報をインターネット上の「介護情報公表システ

ム」で公表します。 

  相談や苦情に対しては苦情処理機関に位置付けられている岡山県国民健康保険団体連

合会とも連携を図り、対応しています。 

  関係各課及び岡山県国民健康保険団体連合会、指定居宅介護支援事業所等と連携を図

り、情報提供・相談体制を充実させ、介護保険制度の趣旨について市民理解の醸成を

進め、相談や苦情に迅速かつ適切に対応することでサービスの質の確保を図ります。 
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6 介護保険料の独自減免 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

低所得者に対して過重な負担とならないように配慮し、介護保険料について、市独自の

減免施策を講じています。 

事業内容（対策） 

  下記条件のすべてに該当する人の介護保険料額を第1 段階相当まで減額します。 

条件1 保険料の所得段階が第2,3 段階（世帯非課税）であること 

条件2 世帯の年間収入が下記の額以下であること 

・世帯に70 歳以上の人がいないとき 

96 万円+48 万円×（世帯員数－1） 

・世帯に70 歳以上の人がいるとき 

108 万円+48 万円×（世帯員数－1） 

条件3 所得税・住民税の扶養控除の対象になっていないこと 

条件4 医療保険の被扶養者になっていないこと 

条件5 活用できる不動産がなく、預貯金が350 万円を超えていないこと 

  現状の市独自の減免施策を継続して実施します。納付通知書発送時等で制度周知を図

り、適切な運用に努め、低所得者に対して過重な負担とならないように配慮します。 

 

7 社会福祉法人による利用者負担軽減 担当課 介護保険課 

事業の目的・概要 

低所得者に対して利用者負担の軽減を行った社会福祉法人のうち、一定の要件を満たす

場合、市・県・国がその一部を法人に助成することによって、介護サービスの利用促進を

図ることを目的としています。 

事業内容（対策） 

  毎年、社会福祉法人に対し、取組を促すための依頼文を送付して、実施法人の増加及

び制度の周知に努めています。 

  低所得者が必要なサービスを安心して利用できるよう、引き続き、取組を推進してい

きます。 
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8 デイサービス取り組み表彰事業 担当課 事業者指導課 

事業の目的・概要 

介護サービスの質の向上に積極的に取り組むデイサービス事業所を評価し、上位の事業

所を表彰します。 

事業内容（対策） 

  平成２５年度から実施していた「デイサービス改善インセンティブ事業」を引き継

ぎ、「デイサービス取り組み表彰事業」として令和５年度から開始しました。 

  デイサービス事業所と市が共同して選定した５つの評価指標の達成状況や、利用者の

日常生活機能の維持、改善度合いについて評価を行い、その結果に応じて表彰事業所

を選定します。さらに、表彰事業所のうち上位事業所には報奨金を授与します。ま

た、表彰事業所は、パンフレットやホームページで紹介します。 

 

【目標値】 

 

実績 計画 

令和3年

度 

令和4年

度 

令和5年

度 

令和6年

度 

令和7年

度 

令和8年

度 

事業参加デイサービス事業所

数 
－ － 90 100 110 120 
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第６章 介護給付費等の⾒込み及び保険料額 

１ 介護給付費等の推計の流れ 

第９期計画における介護給付費等を見込むにあたり、はじめに高齢者人口及び要介護

（要支援）認定者数を推計します。その上で、施設・居住系サービスや在宅サービス等

の利用者数、事業所・施設整備計画や直近の給付実績等をもとに、各年度における介護

（予防）サービス給付費、地域支援事業費及び介護給付にかかる費用等を推計します。 

 

図表 介護給付費等の推計の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 第９期計画にかかる推計期間 

 

187,599 188,152 188,548 

40,530 41,277 41,564 

580 589 600 
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R4
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R5
（2023）

R6
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R7
（2025）

R8
（2026）

（億円）（人）

高齢者数 第1号被保険者における認定者数
介護（予防）サービス給付費

第９期計画推計 
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90,028 86,307 82,615 79,242 77,380 75,548 76,345 94,266 82,724 

97,571 101,845 105,933 110,443 112,924 114,944 116,614 
112,344 123,242 

26.6% 26.8% 27.0% 27.2% 27.4% 27.6% 28.4%
32.3%

34.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

R8
（2026）

R12
（2030）

R22
（2040）

R32
（2050）

（人）

前期高齢者数 後期高齢者数 高齢化率

R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

R8
（2026）

R12
（2030）

R22
（2040）

R32
（2050）

前期高齢者数 90,028 86,307 82,615 79,242 77,380 75,548 76,345 94,266 82,724

後期高齢者数 97,571 101,845 105,933 110,443 112,924 114,944 116,614 112,344 123,242

高齢者数合計 187,599 188,152 188,548 189,685 190,304 190,492 192,959 206,610 205,966

総人口 705,241 702,808 699,112 696,495 693,821 690,986 678,502 639,813 595,845

高齢化率 26.6% 26.8% 27.0% 27.2% 27.4% 27.6% 28.4% 32.3% 34.6%

単位：人

２ 高齢者人口（第１号被保険者数）の推計 

高齢者人口（第1号被保険者数）は、令和元年から令和５年の各年9月末時点の住民

基本台帳の総人口を起点として推計しました。 

令和５（2023）年の高齢化率は、27.0％となっており、団塊の世代が後期高齢者と

なる令和7（2025）年の高齢化率は27.4％となることが予測されます。また、令和22

（2040）年には高齢化率は32.3％となり、おおよそ3人に1人が65歳以上になります。 

 

図表 高齢者人口と高齢化率の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
※各年度９月末時点の住民基本台帳人口。（令和５年度までは住民基本台帳人口 令和６年度以降は岡山市独自推計値） 

 前期高齢者：65歳以上75歳未満の高齢者 後期高齢者：75歳以上の高齢者 

※介護給付費等の推計に係る高齢者人口等については、住民基本台帳人口から推計するため、第２章１（１）、（２）の高齢者 

人口等（●ページ、●ページ）と一致しない。 
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R3
（2021）

R4
（2022）

R5
（2023）

R6
（2024）

R7
（2025）

R8
（2026）

R12
（2030）

R22
（2040）

R32
（2050）

要支援1 5,806 6,030 6,252 6,436 6,562 6,677 7,163 7,126 7,163

要支援2 5,932 5,874 5,717 5,830 5,936 6,040 6,449 6,618 6,499

要支援者　小計 11,738 11,904 11,969 12,266 12,498 12,717 13,612 13,744 13,662

要介護1 8,451 8,793 8,830 9,053 9,218 9,390 10,097 10,618 10,346

要介護2 7,398 7,309 7,397 7,583 7,742 7,905 8,460 9,119 8,782

要介護3 5,185 5,313 5,326 5,469 5,592 5,706 6,132 6,749 6,504

要介護4 4,616 4,801 4,944 5,091 5,213 5,327 5,731 6,333 6,091

要介護5 3,849 3,858 3,787 3,883 3,986 4,057 4,337 4,755 4,614

要介護者　小計 29,499 30,074 30,284 31,079 31,751 32,385 34,757 37,574 36,337

要介護（支援）認定者数　合計 41,237 41,978 42,253 43,345 44,249 45,102 48,369 51,318 49,999

第1号被保険者における認定者数 40,530 41,277 41,564 42,648 43,552 44,405 47,687 50,729 49,468

第1号被保険者数 187,599 188,152 188,548 189,685 190,304 190,492 192,959 206,610 205,966

第1号被保険者
認定率

21.6% 21.9% 22.0% 22.5% 22.9% 23.3% 24.7% 24.6% 24.0%

単位：人

３ 要介護（要支援）認定者の推計 

要介護（要支援）認定者数は、第８期計画期間（令和３年度から令和５年度）におけ

る認定者数の動向を踏まえ、令和５年９月末時点における年齢別・性別・要介護度別の

認定状況を起点として、各年度の高齢者人口の状況をもとに推計しました。 

その結果、第１号被保険者における認定率は、令和８（2026）年度に23.3％となる

見込みであり、令和22（2040）年度には24.6％まで増加します。 

 

図表 要介護（要支援）認定者数と第１号被保険者認定率の推移・推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年度９月末時点の要介護認定者数。（令和５年度までは介護保険事業状況報告 令和６年度以降は岡山市独自推計値） 

  要介護（要支援）認定者数には、第２号被保険者における認定者を含む。（40歳以上65歳未満の要介護認定者） 

※第１号被保険者数は、第６章２の高齢者人口より参照（●ページ） 

※第１号被保険者認定率は、第１号被保険者における認定者数を第１号被保険者数で除したもの。  
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４ 介護給付費等の推計 

第５章で記載した、今後の介護（予防）サービス必要量及び施設・居住系サービスの

整備計画を踏まえ、第９期計画期間中の介護（予防）サービス給付費を推計しました。 

 

（１） 介護（予防）サービス給付費の推計 

第９期計画期間中の介護（予防）サービス給付費の推計は、以下のとおりです。 

 

図表 介護サービス給付費の推計 

 

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

給付費（千円） 4,382,238 4,484,040 4,599,265
回数（回） 130,423 133,403 136,824
人数（人） 5,592 5,686 5,797
給付費（千円） 150,316 157,568 163,357
回数（回） 1,000 1,048 1,086
人数（人） 187 196 203
給付費（千円） 2,158,838 2,278,422 2,370,859
回数（回） 39,922 42,092 43,773
人数（人） 3,913 4,114 4,269
給付費（千円） 217,621 223,628 227,528
回数（回） 6,144 6,313 6,423
人数（人） 512 526 535
給付費（千円） 933,855 966,712 993,258
人数（人） 6,209 6,421 6,592
給付費（千円） 7,583,489 7,794,630 8,034,631
回数（回） 81,019 83,344 85,895
人数（人） 7,095 7,302 7,526
給付費（千円） 2,663,800 2,720,013 2,769,311
回数（回） 27,982 28,476 28,897
人数（人） 2,984 3,036 3,080
給付費（千円） 2,303,094 2,453,998 2,528,316
日数（日） 21,511 22,930 23,615
人数（人） 1,838 1,959 2,015
給付費（千円） 195,887 203,673 210,389
日数（日） 1,417 1,474 1,523
人数（人） 183 190 196
給付費（千円） 2,082,880 2,141,286 2,204,311
人数（人） 12,323 12,695 13,092
給付費（千円） 68,087 69,092 70,460
人数（人） 202 205 209
給付費（千円） 131,051 132,918 133,883
人数（人） 140 142 143
給付費（千円） 3,500,187 3,518,604 3,520,147
人数（人） 1,450 1,454 1,454

■ 居宅サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

短期入所療養介護
（老健・病院等・介護医療院）

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護
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出典：岡山市独自推計 

 

 

 

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

給付費（千円） 491,781 530,331 571,777

人数（人） 250 270 290

給付費（千円） 0 0 0

人数（人） 0 0 0

給付費（千円） 2,471,008 2,511,577 2,540,643

回数（回） 25,837 26,291 26,623

人数（人） 2,462 2,508 2,542

給付費（千円） 331,145 346,121 356,278

回数（回） 2,489 2,612 2,686

人数（人） 208 219 225

給付費（千円） 3,229,649 3,226,106 3,234,103

人数（人） 1,360 1,366 1,372

給付費（千円） 5,484,558 5,512,242 5,545,752

人数（人） 1,685 1,693 1,703

給付費（千円） 0 0 0

人数（人） 0 0 0

給付費（千円） 3,411,053 3,478,772 3,550,547

人数（人） 953 972 992

給付費（千円） 274,524 312,301 355,898

人数（人） 99 114 129

給付費（千円） － － －

人数（人） － － －

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

給付費（千円） 7,976,648 7,976,648 7,976,648

人数（人） 2,429 2,429 2,429

給付費（千円） 6,503,802 6,503,802 6,503,802

人数（人） 1,825 1,825 1,825

給付費（千円） 525,164 525,164 525,164

人数（人） 114 114 114

給付費（千円） 2,943,084 3,005,852 3,066,099

人数（人） 16,522 16,862 17,190

給付費（千円） 60,013,759 61,073,500 62,052,426

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者
生活介護

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

■ 地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

■ 居宅介護支援

介護サービス計

看護小規模多機能型居宅介護

新しい複合型サービス

■ 施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院
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図表 介護予防サービス給付費の推計 

 
出典：岡山市独自推計 

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

給付費（千円） 519 519 519

回数（回） 5 5 5

人数（人） 2 2 2

給付費（千円） 189,319 195,086 198,561

回数（回） 4,716 4,865 4,952

人数（人） 604 621 632

給付費（千円） 26,864 27,525 28,433

回数（回） 856 879 908

人数（人） 88 89 92

給付費（千円） 41,283 42,794 43,599

人数（人） 359 372 379

給付費（千円） 622,057 627,623 636,954

人数（人） 1,510 1,512 1,532

給付費（千円） 18,139 15,159 15,656

日数（日） 225 188 195

人数（人） 42 36 37

給付費（千円） 1,538 1,538 1,538

日数（日） 8 8 8

人数（人） 2 2 2

給付費（千円） 295,652 301,860 307,290

人数（人） 3,727 3,803 3,868

給付費（千円） 17,893 17,893 18,397

人数（人） 71 71 73

給付費（千円） 83,275 84,340 86,305

人数（人） 85 86 88

給付費（千円） 150,725 148,796 149,044

人数（人） 161 159 160
R6

(2024)
R7

(2025)
R8

(2026)

給付費（千円） 1,830 1,830 1,830

回数（回） 29 29 29

人数（人） 4 4 4

給付費（千円） 122,141 124,692 126,254

人数（人） 142 145 147

給付費（千円） 26,014 26,014 26,014

人数（人） 9 9 9

給付費（千円） 273,894 277,532 280,556

人数（人） 4,859 4,923 4,976

給付費（千円） 1,871,143 1,893,201 1,920,950

■ 介護予防サービス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防
訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防
通所リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

■ 介護予防支援

介護予防サービス計

介護予防
特定施設入居者生活介護

■ 地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防
小規模多機能型居宅介護

介護予防
認知症対応型共同生活介護

介護予防短期入所療養介護
（老健・病院等・介護医療院）

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防住宅改修
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（２） 地域支援事業費の推計 

介護予防・日常生活支援総合事業費については、前年度実績に75歳以上高齢者の伸

び率を乗じた額、包括的支援事業・任意事業費については、前年度上限額に高齢者数の

伸び率を乗じた額が上限と定められており、この範囲内で事業費を推計しています。 

 

図表 地域支援事業費の推計 

 
出典：岡山市独自推計 

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

介護予防訪問サービス事業費
生活支援訪問サービス事業費
介護予防通所サービス事業費
生活支援通所サービス事業費
介護予防ケアマネジメント事業費
審査支払手数料（介護予防・生活支援）
高額総合事業サービス事業費
高額医療合算総合サービス事業費

介護予防センター事業費
フレイル対策事業費
健康相談事業費
食生活改善事業費
総合特区訪問介護インセンティブ事業費
デイサービス取り組み表彰事業費

地域包括支援センター運営費

介護給付費適正化事業費
在宅介護者支援事業費
家族介護教室事業費
認知症高齢者見守り事業費
成年後見制度利用支援事業費
介護保険住宅改修支援事業費
シルバーハウジング生活援助員派遣事業費
給食サービス促進事業費
介護機器貸与モデル事業費

在宅医療・介護連携推進事業費
生活支援体制整備事業費
認知症初期集中支援推進事業費
認知症地域支援・ケア向上事業費
認知症サポーター活動促進・
地域づくり推進事業費
地域ケア会議推進事業費

3,494,382 3,608,387 3,705,389合計

2,209,082

包括的支援事業・任意事業

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

任意事業

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

介護予防・日常生活支援総合事業費

一般介護予防事業

1,299,6211,293,6931,285,300

単位：千円

2,314,694 2,405,768
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（3） その他の給付等の推計 

第９期計画期間における介護（予防）サービス給付費及び地域支援事業費の推計に加

えて、その他の給付等として、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費、高額

医療合算介護サービス費、審査支払手数料を第８期の実績に基づき推計しました。 

 

図表 その他の給付等の推計 

 
出典：岡山市独自推計 

 

 

（4） 介護給付費等の推計結果 

第９期計画期間における介護給付費等の推計結果は、以下のとおりです。 

 

図表 介護給付費等の推計結果 

 

 ※標準給付費：介護（予防）サービス給付費及びその他の給付等の合計 

岡山市独自推計 

 

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

1,416,845 1,446,395 1,474,277

1,525,447 1,536,665 1,548,240

283,403 296,417 310,029

77,874 79,266 80,666

3,303,569 3,358,743 3,413,212

単位：千円

その他の給付等

合計

特定入所者介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

高額医療合算介護サービス費等給付額

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

65,188,471 66,325,443 67,386,588

60,013,759 61,073,500 62,052,426

1,871,143 1,893,201 1,920,950

1,416,845 1,446,395 1,474,277

1,525,447 1,536,665 1,548,240

283,403 296,417 310,029

77,874 79,266 80,666

3,494,382 3,608,387 3,705,389

68,682,853 69,933,830 71,091,977

地域支援事業費

合計

単位：千円

標準給付費

介護予防サービス給付費

介護サービス給付費

特定入所者介護サービス費等給付額

高額介護サービス費等給付額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料
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国の調整交付金, 5%

国負担, 20%

県負担, 12.5%

市負担, 12.5%

第2号被保険者の

保険料負担, 27%

第1号被保険者の

保険料負担, 23%

５ 介護保険の財源構成と介護保険料 

介護保険の費用負担は、50％を公費、50％を保険料で負担します。第９期計画期間

（令和６(2024)～８(2026)年度）においては、第1号被保険者（65歳以上の人）に

23％の保険料を負担していただきます。 

 

図表 介護保険の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 介護保険料の収納状況 

令和４年度の収納率については、令和３年度に比べ、現年度分が99.62％と0.05ポ

イント上昇、滞納繰越分が28.48％と4.55ポイント減少し、全体では98.96％と0.17

ポイント上昇しました。 

 

図表 介護保険料の収納状況 

  R3 
(2021) 

R4 
(2022) 

現年度分 特別徴収※1 調定額 12,759,821,034 12,802,891,904 
    収納額 12,759,821,034 12,802,891,904 
    収納率 100.00% 100.00% 
  普通徴収※2 調定額 1,220,627,836 1,218,621,128 
    収納額 1,159,840,422 1,165,845,478 
    収納率 95.02% 95.67% 
  合計 調定額 13,980,448,870 14,021,513,032 
    収納額 13,919,661,456 13,968,737,382 
    収納率 99.57% 99.62% 
滞納繰越分   調定額 165,358,128 132,509,229 
    収納額 54,618,705 37,738,041 
    収納率 33.03% 28.48% 
合計   調定額 14,145,806,998 14,154,022,261 
    収納額 13,974,280,161 14,006,475,423 
    収納率 98.79% 98.96% 
※１ 特別徴収：受給年金額が年額18万円以上の人で、受給年金から天引きする納め方 

※２ 普通徴収：無年金者や受給年金額が年額18万円未満などで、個別に納付する納め方 
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（２） 介護保険料基準月額の算定 

第1号被保険者の介護保険料は、各保険者（市町村）が、計画の策定を通じて、3年

ごとに算定・見直しを行います。 

介護保険料の基準月額は、標準給付費と地域支援事業費の23％に、調整交付金不足

額を加え、介護給付費準備基金取崩額、保険者機能強化推進交付金等の額を差し引き、

その額を見込みの保険料収納率で除し、所得段階別の保険料割合を反映した第1号被保

険者見込数で除して年額を算出し、その額を12か月で除して算定します。 

第９期計画期間中の基準月額については、高齢者数の増加に伴うサービス利用者数の

増加などの上昇要因もあり、7,072円と見込みます。 

 

図表 第１号被保険者保険料基準額（月額） 算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※計算方法としては、 

【 （ （標準給付費+地域支援事業費）の２３％＋調整交付金不足額）－（介護給付準備基金取崩額+保険者機能強化推進交付金等）】 

÷【保険料収納率×第１号被保険者見込数（３年間）×１２か月】 

 

 

※現時点での試算額です。最終的には、直近までのサービス利用量等の実績、介護報酬の改定、介護
給付費準備基金の取り崩し等を踏まえ、算定します。 

※第８期介護保険料額（基準月額）：6,640円 

 

 

 

第９期介護保険料額（基準月額） 7,072円（見込み） 
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